
資料４

「ふじさわ男女共同参画プラン２０２０（改定版）」

事業の進捗状況（令和２年度実績）



ふじさわ男女共同参画プラン２０２０（改定版）に掲げた事業の達成状況

件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合

44 17 39% 22 50% 0 0% 5 11% 44 100% 0 0% 0 0%

52 20 38% 26 50% 2 4% 4 8% 52 100% 0 0% 0 0%

52 34 65% 14 27% 2 4% 2 4% 50 96% 2 4% 0 0%

17 12 71% 5 29% 0 0% 0 0% 17 100% 0 0% 0 0%

106 74 70% 23 22% 4 4% 5 5% 100 94% 6 6% 0 0%

271 157 58% 90 33% 8 3% 16 6% 263 97% 8 3% 0 0%

■各事業の評価基準（Ａ～D）について

 　評価については（Ａ～D）の４段階方式による

　 所管部署それぞれの自己評価とし、単年度

 　でみた進捗状況によって次のように区分しています。

４．性の尊重とあらゆる暴力の根絶
　（事業No.60～65／ふじさわDV防止・被害者支援
計画）

総事業数

事業の達成状況 今後の方向性

A B C D 継続 見直し 廃止・終了

重点目標

１．人権を尊重した男女共同参画社会づくり
　（事業No.1～17）

２．あらゆる分野への男女共同参画の促進
　（事業No.18～43）

３．男女の仕事と生活の調和
　（事業No.44～59）

５．男女の健康支援と安心して暮らせる環境づくり
　（事業No.66～92）

合計

A　事業達成
B　おおむね達成
C　達成できず
D　未実施



ふじさわ男女共同参画プラン２０２０重点目標ごとの成果指標

（１）重点目標１　人権を尊重した男女共同参画社会づくり

改定時実績
（平成28年度）

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 目標値
（令和２年度）

■男女の地位の平等感

　社会通念・慣習・しきたりで、「平等になって
いる」と回答した市民の割合

　　　　　　　（人権男女共同平和課
　　　　　　　　現：人権男女共同平和国際課）

■固定的な性別役割分担意識につい
て反対と思う人の割合
　｢男は仕事、女は家庭｣という考え方に対して、
｢反対｣｢どちらかといえば反対｣と思う人の割合
　　　　　　　（人権男女共同平和課
　　　　　　　　現：人権男女共同平和国際課）

■男女共同参画（社会）という言葉

の認知状況※１

　　　　　　　（人権男女共同平和課
　　　　　　　　現：人権男女共同平和国際課）

※１内閣府策定第４次男女共同参画基本計画の成果目標

（２）重点目標２　あらゆる分野への男女共同参画の促進

改定時実績
（平成28年度）

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 目標値
（令和2年度）

■市の政策・方針決定過程への女性
の参画
　地域を含めた藤沢市独自の審議会などへの女性
登用比率
　　　　　　　（人権男女共同平和課
　　　　　　　　現：人権男女共同平和国際課）

■市内企業の管理職（課長相当職以

上）に占める女性の割合※１

　（人権男女共同平和課・産業労働課
　　現：人権男女共同平和国際課・産業労働課）

■地域活動に参加したことのある男
性の割合（直近２年間）
　町内会・自治会、ＰＴＡ、地域での自主的なグ
ループ・サークル活動などに参加したことのある
男性の割合
　　　　　　　（人権男女共同平和課
　　　　　　　　現：人権男女共同平和国際課）

※１内閣府策定第４次男女共同参画基本計画の成果目標

49.3％
（平成25年度市民意

識調査結果）
―

57.3%
（平成30年度市民意

識調査結果）
― ― 70.0%

15.0%

42.0％
（平成27.4.1現在）

41.5%
（平成29.4.1現在）

41.5%
（平成30.4.1現在）

42.2%
（平成31.4.1現在）

41.9%
（令和2.4.1現在）

50.0%

6.5％
（平成26年度神奈川

県調査結果）
―

10.0％
（平成30年度企業調

査結果）
―

9.1%
（令和元年度企業調査

結果）

100%

53.8％
（平成25年実施市民

意識調査結果）
―

61.2％
（平成30年実施市民

意識調査結果）
― ― 70.0%

64.2%
（平成25年実施市民

意識調査結果）
―

63.2%
（平成30年実施市民

意識調査結果）
― ―

30.0%
10.８％

（平成25年実施市民
意識調査結果）

―
9.7％

（平成30年実施市民
意識調査結果）

― ―



（３）重点目標３　男女の仕事と生活の調和

改定時実績
（平成28年度）

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 目標値
（令和2年度）

■ワーク・ライフ・バランス推進の
仕組みを導入している市内企業の割
合
　（人権男女共同平和課・産業労働課
　　現：人権男女共同平和国際課・産業労働課）

■６歳未満の子どもを持つ夫の育

児・家事関連時間※１

　６歳未満の子どもを持つ夫婦と子どもの世帯の
夫の１日あたりの「家事」、「介護・看護」、
「育児」及び「買物」の合計時間（週全体平均）

　　　　　　　（人権男女共同平和課
　　　　　　　　現：人権男女共同平和国際課）

■保育の充実度
　待機児童数

（保育課）

※１内閣府策定第４次男女共同参画基本計画の成果目標

（４）重点目標４　性の尊重とあらゆる暴力の根絶

改定時実績
（平成28年度）

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 目標値
（令和2年度）

■ドメスティック・バイオレンス(Ｄ
Ｖ)被害を受けた男女の割合
　配偶者・恋人間で何らかの暴力（無視をする、
怒鳴るなどの精神的暴力を含む）を受けたことの
ある男女の割合
　　　　　　　（人権男女共同平和課
　　　　　　　　現：人権男女共同平和国際課）

■ＤＶ相談窓口の認知状況※１

　ＤＶ相談窓口を知っている人の割合

　　　　　　　（人権男女共同平和課
　　　　　　　　現：人権男女共同平和国際課）

■セクシュアル・ハラスメントやパ
ワー・ハラスメント被害を受けた男
女の割合
　職場・地域・学校などでセクシュアル・ハラス
メントやパワー・ハラスメントを受けたことのあ
る男女の割合

　　　　　　　（人権男女共同平和課
　　　　　　　　現：人権男女共同平和国際課）

※１内閣府策定第４次男女共同参画基本計画の成果目標

※２国の目標値は70％

（５）重点目標５　男女の健康支援と安心して暮らせる環境づくり

改定時実績
（平成28年度）

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 目標値
（令和2年度）

■女性特有のがん検診の受診率※１

　①子宮頸がん検診の受診率 ①26.8％ ①28.3％ ①28.2％ ①28.2％ ①28.3％ ①50.0％

　②乳がん検診の受診率 ②20.3％ ②24.3％ ②25.3％ ②27.2％ ②26.9％ ②50.0％

　　　　　　　　　　　　（健康増進課
　　　　　　　　　　　　　現：健康づくり課）

（平成26年度実績）

■両親学級（マタニティクラス）の
参加者数
　　　　　　　　　　　　（健康増進課
　　　　　　　　　　　　　現：健康づくり課）

※１内閣府策定第４次男女共同参画基本計画の成果目標

※2 健康づくり課：令和2年度は新型コロナウイルス感染症拡大防止のため，通年で中止としたが、マタニティクラスで実施している内容の一部をケーブルテレビで放送し、

　　　　　　　　　その後、ホームページに動画を配信した。

1,500人

女性：48.5％
男性：18.1％
（平成25年実施市民

意識調査結果）

―

女性：50.1％
男性：20.0％
（平成30年実施市民

意識調査結果）

― ―
女性：40.0％
男性：12.0％

1,326人
（平成26年度実績）

1,605人 1,579人 1,291人
※2
　　　0人

100%※2

女性：27.0％
男性：12.2％
（平成25年実施市民

意識調査結果）

―

女性：24.7％
男性：11.8％
（平成30年実施市民

意識調査結果）

― ―
女性：20.0％
男性：　8.0％

58.9％
（平成25年実施市民

意識調査結果）
―

41.3％
（平成30年実施市民

意識調査結果）
― ―

0人

1日あたり67分
（平成23年度総務省

調査結果）
―

1日あたり
227.3分

（平成30年度市民意
識調査結果）

※総務省調査とは調査
の方式は異なる

― ―
1日あたり

150分

83人
（平成27.4.1現在）

148人
（平成29.4.1現在）

174人
（平成30.4.1現在）

164人
（平成31.4.1現在）

20人
（令和２.4.1現在）

65.0%
54.3％

（平成26年度調査結
果）

―
83.7%

（平成30年度企業調
査結果）

―
97.7%

（令和元年度企業調査
結果）



ふじさわ男女共同参画プラン２０２０（改定版）　進捗管理シート

No. 事業名 事業の内容 主な具体的事業 令和2年度実績
事業の
達成状

況

今後の
方向性

特記事項 担当課

●「広報ふじさわ」などの発
行にあたっての配慮

●掲載する文章やイラストに関して、固定的な性別役割分担を印象づけ
る表現・内容とならないよう配慮した。

A 継続

広報課・関係各課
（現：広報シティプロ
モーション課・関係各
課）

●藤沢市公式ホームページで
の配慮

●市政情報を発信する際に、男女平等に配慮した表現・内容になるよう
努めた。

A 継続

●公式ホームページは各課でページを
作成し公開するため、各課の作成者お
よび承認者が男女平等に配慮した確認
作業を行うなど、今後も継続した意識
向上が必要である。

広報課・関係各課
（現：広報シティプロ
モーション課・関係各
課）

●行政刊行物発行などに際し
ての配慮

●掲載する文章やイラスト・コメントに関して、男女平等に配慮した表
現を行った。

A 継続

広報課・関係各課
（現：広報シティプロ
モーション課・関係各
課）

●男女共同参画啓発事業「共
に生きるフォーラムふじさ
わ」の開催

●市民等による実行委員形式でオンライン講演会を開催した。
・テーマ：「コロナで見えた！それ、誰の負担？」
・公開期間：12月10日～12月16日
・申込者数：66人
・再生回数：190回

A 継続
人権男女共同平和課
（現：人権男女共同平
和国際課）

●男女共同参画週間事業の実
施

●市役所本庁舎１Fロビーにて、パネル展示を行った。
・期間：6月15日～6月30日
●藤沢駅北口サンパール広場にて、男女共同参画週間事業横断幕を設置
し、周知を行った。
・期間：6月3日～6月30日

A 継続
人権男女共同平和課
（現：人権男女共同平
和国際課）

●人権男女共同参画に関する
職員研修の充実

●新採用職員を対象に「人権施策」及び「男女共同参画社会」研修（ラ
イブラリ研修）を実施し、人権感覚を高め、男女共同参画について理解
を深め、多様性を生かす職場づくりを推進した。
※ライブラリ研修：職員ポータルに掲載された資料により、受講者が指
定された期間内に学習する研修

B 継続

●新型コロナウイルス感染症の影響に
より、集合研修の実施ができなかっ
た。
今後については、動画研修などの実施
手法についても検討する。

人権男女共同平和課
（現：人権男女共同平
和国際課）
職員課

1
男 女 共 同 参 画 の 視 点 に
立った広報・出版物など
における表現の配慮

市から情報発信する刊行物・
ホームページ・放送での言葉や
イラストなどを、男女共同参画
の視点から望ましい表現にしま
す。

2
男女共同参画社会形成に
向けた意識改革のための
イベント、研修の実施

男女共同参画についての理解を
深め、気づきを促すため、多様
な事業を実施します。

1 / 49 ページ



ふじさわ男女共同参画プラン２０２０（改定版）　進捗管理シート

No. 事業名 事業の内容 主な具体的事業 令和2年度実績
事業の
達成状

況

今後の
方向性

特記事項 担当課

●情報紙「かがやけ地球」や
ホームページ等による情報提
供

●市民編集員による企画・編集により、年４回（６月、９月、１月、３
月）各5,000部を発行した。
庁内各課（市民センター、公民館、図書館、Fプレイス含む）・保育
園・幼稚園・市民の家・市内金融機関・郵便局・商工会議所等に配布す
るとともに、HPにて最新号及びバックナンバーを掲載した。

A 継続
人権男女共同平和課
（現：人権男女共同平
和国際課）

●他自治体情報紙などの資料
収集

●全国の自治体から送られてきた情報紙を課内に周知し施策の参考とし
た。

A 継続
人権男女共同平和課
（現：人権男女共同平
和国際課）

●男女共同参画関係、女性関
連などの図書の収集と提供

●「図書館資料収集方針」に基づき、資料を収集し、提供した。
男女共同参画社会等に関する図書資料の蔵書件数：男女共同参画を件名
とする図書32件、男女共同参画社会基本法3件、男女雇用機会均等法
15件、男女平等44件、女性問題744件、女性労働236件、女性労働
者303件。

A 継続 総合市民図書館

4
男女共同参画に関する意
識調査の実施

男女共同参画に関する意識や考
え方について実態調査を実施し
ます。

●市民意識調査の実施
●５年毎に実施予定（次回は令和４年度）のため、令和２年度の実績は
ない。

D 継続
人権男女共同平和課
（現：人権男女共同平
和国際課）

●子どもへの男女平等に関す
る意識付け

●職員が性別による固定的な意識（色や服装、職業など）を持たないで
保育を行うことで、子どもたちに性別役割分担意識を持たせないように
配慮を行った。

A 継続 保育課

●職員、保護者などへの啓
発、情報提供

●子どもたちの成長段階に合わせた保育を行う中で、職員・保護者へ、
性別による固定的な役割分担意識（色や服装、職業など）を持たせない
よう配慮した言葉かけや態度で接するよう、啓発を行った。

A 継続 保育課

3
男女共同参画に関する情
報収集と提供

男女平等意識の啓発や意識を深
めるための情報提供を積極的に
すすめます。

5
保育園などにおける男女
共同参画意識の形成

子どもに固定的な性別役割分担
意識を持たせないよう配慮しま
す。また、性について男女平等
の視点から、子どもの成長段階
に応じた指導を行います。

2 / 49 ページ



ふじさわ男女共同参画プラン２０２０（改定版）　進捗管理シート

No. 事業名 事業の内容 主な具体的事業 令和2年度実績
事業の
達成状

況

今後の
方向性

特記事項 担当課

●各教科、道徳、特別活動な
どの授業や行事における人権
教育の推進

●各学校において、あらゆる学習活動の中で男女平等教育を実施した。
また、日常的に児童・生徒の性別にとらわれない、個々を大切にした教
育を実践した。

B 継続 教育指導課

●男女平等の視点に立った教
材・副読本の選定

●小学校4年生、中学校1年生を対象にセクシュアル・ハラスメント等
防止リーフレットを作成・配付した。中学校1年生対象のリーフレット
には、デートＤＶ防止の内容を加えている。

B 継続 教育指導課

●一人ひとりの個性を重視し
た進路指導の推進

●各中学校において、個人の資質を見極め、生涯にわたる広い観点を
持って進路指導を行った。

B 継続 教育指導課

●理科、保健体育科、特別活
動などの授業における実施状
況について、指導主事が指導
助言

●各学校において、子どもの発達段階に応じて、理科や保健体育科、道
徳、特別活動等の授業の中で、男女の心身についての基礎的知識などお
互いの性について理解させるとともに、尊重しあえる心を育んだ。

B 継続 教育指導課

●セクシュアル・ハラスメン
ト防止リーフレットの活用

●小学校１年生、４年生、中学校１年生の児童生徒を対象に子どもの権
利条約リーフレット、小学校4年生、中学校１年生を対象にセクシュア
ル・ハラスメント等防止リーフレットをそれぞれ作成し、教師用の指導
の手引きとともに配付し、周知を促した。

B 継続 教育指導課

●人権、環境、平和教育担当
者会の開催

●人権・環境・平和教育担当者会を、年間２回（５月19日書面開催、
１月19日オンライン開催）実施した。

B 継続 教育指導課

8 教育相談の充実

子どもをとりまく様々な環境の
中で、多様な問題をもつ児童・
生徒が充実した学校生活を送る
ことができるよう、相談活動の
充実に努めます。

●各小中学校へのスクールカ
ウンセラーの派遣による相
談、電話・来庁による相談、
スクールソーシャルワーカー
による相談、相談支援教室、
就学相談などの充実

●藤沢市スクールカウンセラーを学校規模に応じて週１～２日、市立全
小・中・特別支援学校へ配置
●相談支援教室での不登校児童生徒への支援及び保護者相談
●センターでの電話相談・来所相談の実施
●スクールソーシャルワーカー（３名）の学校への派遣
●次年度就学予定児童に対する就学相談の実施

B 継続 教育指導課

7
心身の発育・発達と性に
関わる教育の推進

男女平等の視点から、児童・生
徒の発達段階に応じて、学習指
導要領に即した心身の発育・発
達と性に関わる教育を継続的に
推進します。

6
男女平等観に立った教育
課程の推進

学校生活において、基本的人権
を尊重した男女平等観を育むと
ともに、地域の実態に応じた特
色のある教育課程の編成を行
い、男女平等教育がより充実す
るように推進します。
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ふじさわ男女共同参画プラン２０２０（改定版）　進捗管理シート

No. 事業名 事業の内容 主な具体的事業 令和2年度実績
事業の
達成状

況

今後の
方向性

特記事項 担当課

●教職員への男女共同参画や
セクシュアル・ハラスメント
の研修と実践事例の情報提供

●セクシュアル・ハラスメントに関する県教育委員会不祥事防止職員啓
発・点検資料を、全市立小・中・特別支援学校に配布した。
●事故防止会議について、小学校からは各学期3回、中・特別支援学校
からは前期・後期の2回の実施報告を受けた。そのうち、セクシュア
ル・ハラスメントに関する研修実施率は、小学校97.1%（35校中34校
実施）、中・特別支援学校90.0%（20校中18校実施）であった。

A 継続

●8月６日に学校運営研修会を予定し
ていたが、感染症拡大防止の観点から
中止した。
●教員の年齢構成が二極化しているの
で、男女共同参画の視点が世代間でず
れないように、より一層共通認識を
持った対応を図る必要がある。
　ベテランと若手教職員をつなぐ中堅
教職員の育成をし、ミドルリーダーと
して学校運営参画意識の向上が不可欠
である。

学務保健課

●教職員への研修と実践事例
の情報提供

●市立全小・中・特別支援学校の人権教育等の実践をまとめた「令和元
年度実践・活動の記録集」を各学校に配付した。
また、各学校の人権教育の取組を参考にできるよう令和２年度の実践報
告をまとめ、「令和２年度実践・活動の記録集」を作成した。

B 継続 教育指導課

10
女性のエンパワーメント
のための学習の充実

女性をとりまく様々な問題を取
り上げ、男女平等意識の高揚
や、主体的な生き方ができるよ
う、女性のエンパワーメントの
ための学習の機会を提供しま
す。

●女性を対象にした学習機会
の提供

●女性対象事業を３公民館で３事業実施した。
・参加者：延べ53人

B 継続
生涯学習総務課・
公民館

11
男性を対象とした男女共
同参画学習の充実

あらゆる年代層の男性が、固定
的な性別役割分担観にとらわれ
ずに、生活的自立の重要性を自
ら認識できる学習機会を提供し
ます。

●男性の家庭・地域への参画
を促進する学習機会の提供

●男性対象事業を１公民館で１事業実施した。
・参加者：延べ73人

B 継続
生涯学習総務課・
公民館

●藤沢市人権施策推進指針に
よる着実な推進

●藤沢市人権施策推進指針に関する事業実績調査を行い、総合的な人権
施策の推進について確認した。
●職員の人権意識啓発のため、各課ごとにテーマ設定を行い、これに基
づき各課で意識啓発の取組について実施した。
●ふじさわ人権協議会を３回開催（うち、２回は書面開催）し、「藤沢
市人権施策推進指針に関する事業実績調査」、「各課職員の人権意識啓
発に関する取組」等について報告したほか、藤沢市の人権施策につき意
見聴取した。
●人権事務事業推進連絡会を書面開催し、人権関係各課との情報共有及
び連絡調整等を行った。

A 継続

人権男女共同平和課・
関係各課
（現：人権男女共同平
和国際課・関係各課）

●人権教育及び人権啓発に関
する施策の推進

●人権擁護委員と連携した啓発活動を実施した。
・人権の花運動　市内８小学校で実施
・「人権擁護委員の日」、「人権週間」等を周知

B 継続

●中学生人権作文コンテスト及び人権
出前講座については、新型コロナウイ
ルス感染症の影響により、中止とし
た。

人権男女共同平和課・
関係各課
（現：人権男女共同平
和国際課・関係各課）

9
男女平等の職場づくりと
研修の推進

各学校において、男女共同参画
社会を実現する視点に立った学
校運営、職務内容、役割分担が
確立されるよう、一層の意識の
確立と課題の解決に努めます。

12 人権施策の総合的な推進

あらゆる施策において、人権尊
重の視点を反映させていくとと
もに、人権施策を総合的に推進
します。
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ふじさわ男女共同参画プラン２０２０（改定版）　進捗管理シート

No. 事業名 事業の内容 主な具体的事業 令和2年度実績
事業の
達成状

況

今後の
方向性

特記事項 担当課

●人権啓発講演会、研修会の
開催

●人権男女共同平和課主催及び他課と連携した講演会等を実施した。
・主催・連携講演会等　３事業
（令和２年度藤沢市子どもをいじめから守る啓発講演会、第3５回藤沢
市人権啓発講演会等）
●庁内研修会等を開催し、職員の人権意識啓発を図った。
・藤沢市人権施策推進担当者研修会の開催
・人権eラーニング研修の実施

A 継続
●新型コロナウイルス感染症の影響に
より、例年は開催している講演会や研
修が中止となった。

人権男女共同平和課
（現：人権男女共同平
和国際課）

●人権啓発の推進

●人権団体等が主催の研修会等へ参加した。
・４回　計69人参加
●人権擁護委員と連携した啓発活動を実施した。
・人権の花運動　市内８小学校で実施
・「人権擁護委員の日」、「人権週間」等を周知
●人権メッセージパネル展を開催した。
・人権週間及び各種週間にあわせて本庁舎１階・５階で「人権メッセー
ジパネル展」を実施し、市民に向けた人権啓発の機会とした。

A 継続

●新型コロナウイルス感染症の影響に
より、例年は開催される人権団体等が
主催の研修会が開催されなかったた
め、参加人数が減少した。

人権男女共同平和課
（現：人権男女共同平
和国際課）

●人権啓発講演会の開催

●例年、人権男女共同平和課（現、人権男女共同平和国際課）及び人権
団体と連携し、2市1町を対象とした人権啓発講演会を共催し、教職員
のほか、広く市民等に人権啓発を行っているが、新型コロナウイルス感
染症の影響により中止とした。

D 継続 教育総務課

●人権啓発の推進
●人権団体等が主催する自治体人権担当者交流会議等への参加を通じ、
他市の教育委員会における人権施策の特徴的取組や具体的事例につい
て、状況を把握した。

B 継続 教育総務課

●他市教育委員会との連携に
よる人権施策の推進

●人権団体等が主催する自治体人権担当者交流会議等への参加を通じ、
他市の教育委員会における人権施策の特徴的取組や具体的事例につい
て、状況を把握した。

B 継続 教育総務課

●人権啓発講演会等の開催

●人権をテーマにした講座やイベントなどを５公民館で９事業実施し

た。

・参加者：延べ536人

B 継続
生涯学習総務課・
公民館

13
人権に関する学習機会の
充実

人権に対する正しい理解と認識
を深めるために、講演会等を開
催するとともに、各人権団体主
催の講演会、研修会等への積極
的参加をすすめます。
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ふじさわ男女共同参画プラン２０２０（改定版）　進捗管理シート

No. 事業名 事業の内容 主な具体的事業 令和2年度実績
事業の
達成状

況

今後の
方向性

特記事項 担当課

●人権教育についての指導資
料の作成、配布

●セクシュアル・ハラスメント防止リーフレットとして、小学４年生用
「楽しい学校生活を送るために」、中学１年生用「ＳＴＯＰ！！スクー
ル・セクハラ／デートDV」を作成し、配付した。
●「児童の権利に関する条約」の精神を日常生活の中で生かせることを
目的に、子どもの権利条約リーフレットを作成・教師用指導資料ととも
に配付した。

B 継続 教育指導課

●教職員への研修と実践事例
の情報提供

●人権・環境・平和教育担当者会を２回実施し、第２回では、いじめ防
止対策担当スクールカウンセラーによる講演会を行った。また、各校に
おける人権教育研修で活用できるよう、資料や情報を提供した。
●学校教育関係者への実践事例の情報提供として、市立全小・中・特別
支援学校の人権教育等の実践をまとめた「令和元年度実践・活動の記録
集」を用いて、人権・環境・平和教育担当者会にて実践例を参考にする
よう周知した。
●市立学校での令和２年度の人権教育等の実践報告をまとめ、「令和２
年度実践・活動の記録集」を作成した。
●新型コロナウイルス感染症による差別が起きないために、正しい知識
のもと発達段階に応じた指導を行っていくよう周知した。

B 継続 教育指導課

●平和推進事業の実施、非核
宣言自治体との連携

●平和意識向上の機会とすることを目的に、平和の輪をひろげる実行委
員会と協働して、オンライン平和学習プログラム「ピースネット」や
「平和展」の開催等の平和推進事業を実施した。

B 継続

●親子記者広島派遣、平和学習長崎派
遣、平和の輪をひろげるつどいについ
ては、新型コロナウイルス感染症の影
響により、事業を中止した。

人権男女共同平和課
（現：人権男女共同平
和国際課）

●基地問題解消に向けた取組
●県及び基地周辺市で構成される神奈川県基地関係県市連絡協議会、厚
木基地騒音対策協議会等として、空母艦載機の移駐後も継続している航
空機騒音の解消を求め、国及び米軍に対し要請行動を実施した。

B 継続 危機管理課

15
男女の平等を基礎にした
平和なまちづくりの推進

人類共通の願いである核兵器の
廃絶と恒久平和の実現に向けて
平和で安全なまちづくりを推進
します。

14 人権教育の総合的な推進

教職員の人権意識の向上を図る
取組を実践し、人権尊重の視点
に立った教育活動の充実を図
り、自分も他の人も大切にする
児童生徒を育むよう人権教育の
取組をすすめます。

6 / 49 ページ



ふじさわ男女共同参画プラン２０２０（改定版）　進捗管理シート

No. 事業名 事業の内容 主な具体的事業 令和2年度実績
事業の
達成状

況

今後の
方向性

特記事項 担当課

●多言語翻訳による情報提供

●「くらしの情報ガイド～休日・夜間などの急患診療～」を７言語で毎
月発行した。
●外国人市民が藤沢市での生活に必要な情報を案内するための冊子「ふ
じさわ生活ガイド　2020年度版」を７言語で発行した。
●外国人市民へボランティアの日本語教室を紹介するための冊子「藤沢
市日本語教室MAP」を６言語で発行した。

A 継続
人権男女共同平和課
（現：人権男女共同平
和国際課）

●外国人市民を支援する各種
団体との連携、藤沢市外国人
市民会議の開催

●「藤沢市外国人市民会議」を開催（オンラインシステムZoomを併
用）し、行政に対する意見交換、提言の提出に対するフィートバックを
実施した。また、市民センター職員と委員による世界のコミュニケー
ションの取り方の違いを踏まえた、外国につながりのある市民との接遇
について、意見交換会を実施した。
●日本語支援ネットワーク会議を開催し、日本語教室と市、教室どうし
の顔の見えるつながりを築き、市と日本語支援ネットワーク会議を共催
事業として位置づけ、教室の課題や市の多文化共生推進事業について意
見交換を行った。

A 継続
人権男女共同平和課
（現：人権男女共同平
和国際課）

●外国人相談事業の充実

●スペイン語・ポルトガル語による相談業務の実施(本庁：電話・面談に
より月～金の毎日実施、湘南台文化センター内：面談のみを月・火・金
実施）
・相談者数：3,130人
・相談件数：6,628件

A 継続 市民相談情報課

16
外国人市民に対する生活
支援

外国人市民への生活の支援とし
て、外国語による生活情報の提
供や相談体制を充実します。
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ふじさわ男女共同参画プラン２０２０（改定版）　進捗管理シート

No. 事業名 事業の内容 主な具体的事業 令和2年度実績
事業の
達成状

況

今後の
方向性

特記事項 担当課

●市民主体の国際化推進事業
●姉妹友好都市との交流事業の実施にあたり，新型コロナウイス感染症
の感染防止を踏まえ事業の実施手法を工夫して、関係団体等と連携・協
力して交流を実施した。

B 継続
人権男女共同平和課
（現：人権男女共同平
和国際課）

●多様な国際交流推進事業

●姉妹都市のウィンザー市とのオンライン青少年絵画交流事業を実施。
（2020年9月29日～動画公開，絵画13点）
●藤沢市市制施行80周年姉妹友好都市オンライン児童絵画交流展の実
施（2021年１月15日～動画公開，全姉妹友好都市参加，絵画126
点）

B 継続

●新型コロナウイルス感染症の影響に
よる東京2020大会の延期及び湘南藤
沢市民マラソンの中止に伴い，姉妹友
好都市招待事業は中止となった。
　また，昆明市及び保寧市への公式訪
問団派遣事業も，新型コロナウイルス
感染症の影響により中止となった。

人権男女共同平和課
（現：人権男女共同平
和国際課）

●国際貢献都市推進事業

●湘南日本中国友好協会と雲南民族大学及び昆明市人民対外友好協会の
共催により、友好都市である中国・昆明市で「彩雲基金日本語スピーチ
コンテスト」及び，実行委員会により，本市で「湘南中国語スピーチコ
ンテスト」の実施を計画していたが新型コロナウイルス感染症の影響に
より、中止した。

D 継続
人権男女共同平和課
（現：人権男女共同平
和国際課）

●国際交流フェスティバルの
開催

●姉妹友好都市などとの異文化・国際交流事業について、広報ふじさわ
で周知活動を行った。

D 継続

●外国につながりのある市民と共に生
きる地域社会を目指すことをテーマ
に、外国につながりのある市民との交
流を通して異文化を理解し、市民の国
際意識の向上や国際交流の場の提供を
目的とする「ふじさわ国際交流フェス
ティバル」の開催を計画していたが，
新型コロナウイルス感染症の影響によ
り、中止となった。

人権男女共同平和課
（現：人権男女共同平
和国際課）

●外国人市民の居場所づくり
●子どもたちを中心とした、外国につながりのある市民と地域住民の国
際交流の場として「第１１回ＭＩＮＴＯＭＯ交流会」の開催を計画して
いたが、新型コロナウイルス感染症の影響により、中止となった。

D 継続
人権男女共同平和課
（現：人権男女共同平
和国際課）

●青少年の国際交流事業の推
進

●青少年会館の国際交流実行委員が企画し、藤沢市在住の外国籍の方と
鎌倉や江の島を中心とした観光地を巡ることで、より親交を深めること
を目的として行った。
・実施日　12月20日
・参加者　18人

B 継続
●コロナウイルスの影響に伴い、1イ
ベントを除き中止となった。

青少年課

17
国際化の推進と多文化共
生のまちづくりの充実

市民一人ひとりが国際的な理解
を深め、国際感覚を身につけ国
際化を推進するとともに、多様
な文化を認め合い、人権を尊重
した多文化共生のまちづくりを
推進します。
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ふじさわ男女共同参画プラン２０２０（改定版）　進捗管理シート

No. 事業名 事業の内容 主な具体的事業 令和2年度実績
事業の
達成状

況

今後の
方向性

特記事項 担当課

●女性登用比率アップ対応方
針の徹底

●令和２年４月１日時点の審議会等の状況及び女性の登用状況の集計を
行った結果、目標値50％に対し、実績値41.9％であった。
「女性登用比率アップ対応方針」を定め、各課に対して周知するととも
に、事前協議等の徹底に努めた。

B 継続 ●前年比0.2ポイントの減少

人権男女共同平和課
・全課
（現：人権男女共同平
和国際課・全課）

●郷土づくり推進会議をはじ
めとした地域のまちづくりへ
の女性参画の促進

●市内13地区の郷土づくり推進会議及び地域活動団体（計141団体）
の女性参画比率は、目標値50.0％に対し、43.8％（令和2年4月1日時
点）だった。

B 継続
●引き続き、地域のまちづくりに係る
各種審議会、委員会などの委員や市政
への女性参画を促していく。

市民自治推進課

●女性消防職員の経験・適性
をいかした職域の拡大

●ホームページや公式ＰＲ動画などで情報発信を行うことにより、女性
が活躍できる職場であることへの理解を深めた。
　また、令和２年度から初めて救助隊に女性職員を配置し、職域拡大を
図った。

B 継続

●職員採用の一環として、これまで本
市消防局就職説明会や総務省消防庁が
主催する「職業説明会（ワンデイ・イ
ンターンシップ）」などのイベントに
参加し、消防という職業が女性の活躍
できる職場であること、女性職員の職
域拡大等に積極的に取り組んでいるこ
となどの情報発信を行ってきたが、新
型コロナウイルス感染症の感染拡大防
止の観点からすべて中止となった。
●「藤沢市における女性職員の活躍の
推進に関する特定事業主行動計画（後
期計画）」において、令和７年度当初
までに，消防職員全職員に対する女性
職員の割合を，令和２年度当初
（3.5％）より1.3％以上引き上げ，
4.8％以上にすることとしている。

消防総務課

●女性職員のキャリアアップ
支援の充実

●女性管理職については、課長級５人、課長補佐級17人、計22人を登
用し、前年度比４人増となった。（女性管理職の割合は23.8％。行１
（消防除く））
●女性監督者については、上級主査級18人、主査級26人、計44人を
登用し、前年度比11人増となった。（女性監督者の割合は42.4％）

B 継続 職員課

●能力・適性に応じた女性管
理職登用の促進

●藤沢市立小・中・特別支援学校の教員男女比率は、男性41.2%、女性
58.8%である。また、管理職男女比率は、男性54.0%、女性46.0%で
ある。

B 継続

●学校運営研修会を実施し、令和３年
度人的配置のための準備をする計画で
あったが、感染症拡大防止の観点か
ら、研修会は中止した。
●小学校・特別支援学校の教員におけ
る女性登用比率は60%を上回ってお
り、中学校の教員においてもほぼ半数
（45.2%）である。教員の登用率につ
いては、特に課題はないと考える。
　管理職については、全体としては女
性登用の割合が46.0%であるが、中学
校では34.0%であり、登用率アップを
すすめる必要がある。

学務保健課

19
市女性職員の職域拡大と
管理、監督者への登用

男女の別によることなく、広く
全市的な視野に立って、公平・
公正な職員配置をすすめる中
で、女性職員の管理、監督者へ
の登用を図ります。

18
審議会など、市政に対す
る女性の参画促進

行政と市民との協働によるまち
づくりの実現に向けて、各種審
議会、委員会などの委員や市政
への女性参画を促進します。
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ふじさわ男女共同参画プラン２０２０（改定版）　進捗管理シート

No. 事業名 事業の内容 主な具体的事業 令和2年度実績
事業の
達成状

況

今後の
方向性

特記事項 担当課

●「かがやけ地球」の発行
●男女が共に生きる情報紙｢かがやけ地球｣秋号において、映画「ドリー
ム」の紹介記事を掲載し、女性の登用・活躍に関して啓発に努めた。

A 継続
人権男女共同平和課
（現：人権男女共同平
和国際課）

●「勤労ふじさわ」の発行
●勤労ふじさわを年12回発行し、女性活躍推進法に関する記事を掲載
する等して、意識啓発に努めた。

A 継続 産業労働課

●就労支援及び資格取得講座
の実施

●就労支援及び資格取得講座を実施し、女性の資格・技能取得を支援し
た。
○就労支援講座
・一般向け　2回　14人
・女性向け　2回　18人
・障がい者向け　2回　8人
・中高年齢者向け　2回　22人
○資格取得講座
・宅地建物取引士　15人
・簿記検定3級　　２回　30人
・3級ファイナンシャル・プランニング検定　15人
・ＩＴパスポート　15人
・医療事務(医科)能力検定　15人

A 継続 産業労働課

●母子家庭の母への資格取得
や技能習得の支援

●母子家庭の母または父子家庭の父の就職が有利になるような資格（看
護師、介護福祉士、保育士、理学療法士、作業療法士等）を取得するこ
とにより生活の安定を図るため給付金の支給を行った。
・高等職業訓練促進給付金等事業
・高等職業訓練促進給付金
　対象者：19人　支給額：21,955千円
・高等職業訓練修了支援給付金
　対象者：7人　支給額： 300千円

A 継続 子育て給付課

21
女性の職業能力形成のた
めの教育・訓練機会の充
実

女性の就業・職域拡大に向け、
資格・技能習得を支援し、職業
能力の向上を図ります。

20
企業・団体などへの女性
登用の促進

企業や団体役員に女性の登用が
図られ、方針決定過程に参画で
きるよう、意識啓発に努めま
す。
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ふじさわ男女共同参画プラン２０２０（改定版）　進捗管理シート

No. 事業名 事業の内容 主な具体的事業 令和2年度実績
事業の
達成状

況

今後の
方向性

特記事項 担当課

22
女性の雇用・就労機会の
促進

働きたい女性がその意欲を失わ
ずに、持っている能力を伸長・
発揮できるように女性の就業を
促進します。

●湘南合同就職面接会の開催

●湘南合同就職面接会を実施し、女性の就労支援に努めた。
・実施日　１月29日
・参加者数  46人
・採用決定者　４人

B 継続 産業労働課

●就労支援及び資格取得講座
の実施

●就労支援及び資格取得講座を実施し、女性の資格・技能取得を支援し
た。
○就労支援講座
・一般向け　2回　14人
・女性向け　2回　18人
・障がい者向け　2回　8人
・中高年齢者向け　2回　22人
○資格取得講座
・宅地建物取引士　15人
・簿記検定3級　２回　30人
・3級ファイナンシャル・プランニング検定　15人
・ＩＴパスポート　15人
・医療事務(医科)能力検定　15人

A 継続 産業労働課

●「勤労ふじさわ」の発行
●勤労ふじさわを年12回発行し、女性活躍推進法に関する記事を掲載
する等して、意識啓発に努めた。

A 継続 産業労働課

23
労働講座の開催と職業観
育成のための情報提供

働く女性が職業人として認識を
高めるとともに、いきいきと働
くための労働に関する知識習得
を図ります。また、公共職業安
定所と連携して、多様な職種情
報の迅速な収集と提供を図りま
す。
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ふじさわ男女共同参画プラン２０２０（改定版）　進捗管理シート

No. 事業名 事業の内容 主な具体的事業 令和2年度実績
事業の
達成状

況

今後の
方向性

特記事項 担当課

●コミュニティビジネス起業
セミナーや事業者見学会など
の開催支援

A 継続

●コミュニティビジネス創業
者や創業希望者に対する事業
計画のブラッシュアップなど
を目的とした相談業務、専門
家による事業診断の実施

A 継続

●事業所開設時の事業所に係
る賃借料及び改装工事費の助
成

●コミュニティビジネス事業者に対する賃借料等支援
・賃料補助　：0件
・改装工事費補助：0件

D 継続 産業労働課

●労働相談体制の充実

●毎週土曜日にＦプレイスで、毎週火曜日に市民相談情報課で、社会保
険労務士による労働相談を行った。
なお、毎月第2土曜日は女性の社会保険労務士が相談に対応し、女性の
労働相談体制の充実を図った。
・相談人数　延べ226人
・相談件数　延べ556件
●新型コロナウイルス感染症拡大による雇用環境の悪化等の影響を受け
ている方を対象とした、社会保険労務士による労働相談を行った。
・実施日　５月（３日間）、６月（４日間）、７月（４日間）、10月
（６日間）、11月（３日間）
・相談人数　65人

A 継続 産業労働課

●「勤労ふじさわ」の発行
●勤労ふじさわを年12回発行し、労働関連法令に関する記事を掲載す
る等して、意識啓発に努めた。

A 継続 産業労働課

●経営者向けセミナーの実施

●かながわ労働センター湘南支所との共催で、労務管理セミナーを企業
経営者及び人事労務担当者を対象に実施した。
・実施日
11月26日「外国人労働者の現状～新型コロナウイルスが外国人労働市
場に与える影響～」
12月10日「ここがポイント！同一労働同一賃金の実務解説」
・参加者
11月26日：12人
12月10日：23人

A 継続 産業労働課

産業労働課
新型コロナウイルス感染症の影響によ
りセミナーを動画配信に変更した。

25
労働関連法令の遵守につ
いての情報提供

基本的な労働条件及び多様化す
る就労形態における労働条件の
確保・向上を図るため、勤労者
や事業主へ関係法律についての
啓発をすすめます。また、労働
関係法をはじめとする労働に関
する情報を提供し、男女共に働
きやすい環境づくりを推進しま
す。

24
起業に関する情報提供と
支援

起業セミナーなどを通して、コ
ミュニティビジネスに取り組む
先進事例を紹介し、事業者同士
のマッチングなどを行う中で、
女性の視点による新事業の創出
を支援します。

●コミュニティビジネスオンラインセミナー
・前編　9月25日配信　視聴数316
・後編　10月１日配信　視聴数146
●事例発表会・ネットワーク交流会（3月11日）
「女性の働き方応援フェスタin湘南」と題したイベントを開催した。各
種専門家によるビジネスに関する悩み相談や、女性起業家による働き方
見本市（ブース展示）。
・来場者：60人（男性6人、女性54人）
●コミュニティビジネス経営相談
・窓口・出張：8件（男性7件、女性1件）
●情報提供
「湘南ふじさわＣＢネットワーク」のホームページ、フェイスブック等
を活用し、事業に関する情報提供やコミュニティビジネス事業者の事業
紹介等を行った。
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ふじさわ男女共同参画プラン２０２０（改定版）　進捗管理シート

No. 事業名 事業の内容 主な具体的事業 令和2年度実績
事業の
達成状

況

今後の
方向性

特記事項 担当課

●一般労働相談の実施

●毎週土曜日にＦプレイスで、毎週火曜日に市民相談情報課で、社会保
険労務士による労働相談を行った。
なお、毎月第2土曜日は女性の社会保険労務士が相談に対応し、女性の
労働相談体制の充実を図った。
・相談人数　延べ226人
・相談件数　延べ556件
●新型コロナウイルス感染症拡大による雇用環境の悪化等の影響を受け
ている方を対象とした、社会保険労務士による労働相談を行った。
・実施日　５月（３日間）、６月（４日間）、７月（４日間）、10月
（６日間）、11月（３日間）
・相談人数　65人

A 継続 産業労働課

●街頭労働相談会の開催 ●新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、中止となった。 D 継続 産業労働課

●かながわ労働センター湘南
支所との連携

●労働・雇用問題に関して幅広く検証・協議し、勤労者の生活の安定、
福祉の向上、地元企業の活性化などを図るため、労働問題懇話会を開催
し、労働側委員、使用者側委員、労働関係機関、行政側委員による労働
行政の一層の推進に向けた協議を行った。
【労働問題懇話会】
　・実施日　第１回：10月６日、第２回：３月（書面開催）
●かながわ労働センター湘南支所との共催で、労務管理セミナーを企業
経営者及び人事労務担当者を対象に実施した。
・実施日
11月26日「外国人労働者の現状～新型コロナウイルスが外国人労働市
場に与える影響～」
12月10日「ここがポイント！同一労働同一賃金の実務解説」
・参加者
11月26日：12人
12月10日：23人

A 継続 産業労働課

●湘南雇用環境情報交換会の
開催

●新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、中止となった。 D 継続 産業労働課

27
国、県などの労働機関と
の連携強化

女性労働施策を円滑に推進する
ため、労働関係機関との連携強
化を図ります。

26
女性の労働相談体制の充
実

女性を含めた勤労者の労働諸問
題解決のために、専門的な労働
相談の充実を図ります。さら
に、関係機関と連携し、幅広
く、かつ効率的な相談体制をす
すめます。
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ふじさわ男女共同参画プラン２０２０（改定版）　進捗管理シート

No. 事業名 事業の内容 主な具体的事業 令和2年度実績
事業の
達成状

況

今後の
方向性

特記事項 担当課

28
女性の活躍推進に関する
協議の場の設置

女性の職業生活における活躍に
関する施策が効果的かつ円滑に
推進されるよう、地域における
様々な関係機関と連携し、取組
をすすめます。

●労働問題懇話会の開催

●労働・雇用問題に関して幅広く検証・協議し、勤労者の生活の安定、
福祉の向上、地元企業の活性化などを図るため、労働問題懇話会を開催
し、労働側委員、使用者側委員、労働関係機関、行政側委員による労働
行政の一層の推進に向けた協議を行った。
○労働問題懇話会
・実施日　第１回：10月６日、第２回：３月（書面開催）

A 継続

産業労働課
人権男女共同平和課
（現：産業労働課・人
権男女共同平和国際
課）

●研修会の開催
●13地区から３名ずつ選出された男女共同参画ネットワーク協力員に
対して、書面での男女共同参画に関する研修を実施した。

B 継続
人権男女共同平和課
（現：人権男女共同平
和国際課）

●男女共同参画啓発活動の実
施

●新型コロナウイルスの影響により中止となった。 D 継続

●新型コロナウイルスの影響により公
民館まつりが中止となり、予定してい
た啓発活動ができなかった。新型コロ
ナウイルス禍における地域での啓発活
動の実施手法について検討が必要であ
る。

人権男女共同平和課
（現：人権男女共同平
和国際課）

29
男女共同参画ネットワー
ク協力員による事業展開

男女共同参画ネットワーク協力
員への研修会や啓発活動を積極
的にすすめ、地域における男女
共同参画を推進します。
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ふじさわ男女共同参画プラン２０２０（改定版）　進捗管理シート

No. 事業名 事業の内容 主な具体的事業 令和2年度実績
事業の
達成状

況

今後の
方向性

特記事項 担当課

●市民活動推進委員会の運営

●新型コロナウイルスの感染拡大に伴い緊急事態宣言が発出されたこと
により、４月５月の委員会は中止となったが、市民活動推進計画の進捗
管理や、ミライカナエル活動サポート事業の審査選考等を計７回開催し
た。

A 継続
●６月以降の委員会は一部ウェブ会議
に変更した。

市民自治推進課・
関係各課

●市民活動支援施設の管理運
営

●新型コロナウイルス感染拡大に伴い緊急事態宣言が発出されたことに
より、施設は休館となったが、電話での相談対応、印刷代行を実施し
た。また、本施設主催の講座については、オンラインに切り替えを行
い、市民活動に携わる方々の側面支援を継続した。

B 継続

●地域課題に対し、ＮＰＯ法人等の市
民活動団体の英知を還元できるよう、
橋渡しの役割を強化していく必要があ
る。

市民自治推進課・
関係各課

●美化ネットふじさわの推進
●令和２年度は新規に４団体が登録し、解散団体が４団体あったため、
全体の団体数は前年度と変わらず６４となった。団体に向けて活動に必
要な用具の支給・貸与等の支援を行った。

A 継続
市民自治推進課・
関係各課

●公益的市民活動助成事業の
実施

●令和２年度より、新たな市民活動提案制度である「ミライカナエル活
動サポート事業（スタート支援コース・ステップアップ支援コース）」
として事業を再スタートした。採択された５つの事業に対して補助を
行ったほか、相談会や伴走支援講座を実施した。

A 継続
市民自治推進課・
関係各課

●市民活動団体提案協働事業
の実施

●令和２年度より、新たな市民活動提案制度である「ミライカナエル活
動サポート事業（協働コース）」として事業を再スタートした。行政と
の協働が２事業、行政以外との協働が１事業、計３事業が採択された。
採択事業は令和３年度から実施される。

A 継続
市民自治推進課・
関係各課

●ＮＰＯ法人の設立認証事務

●市内のみに事務所を有する特定非営利活動法人数は、令和３年３月
31日時点で200法人となった。また、令和２年度の認証事務等の件数
は、設立の認証６件、役員の変更届91件、定款の変更の認証11件、定
款の変更の届出２件、解散の届出３件であった。

A 継続
市民自治推進課・
関係各課

31
女性活動団体への情報提
供と連携

女性が自主的な学習や活動を積
極的に推進できるよう、情報提
供をすすめるとともに、女性活
動団体との協働により学習機会
の充実を図ります。

●情報紙「かがやけ地球」に
よる情報提供

●市民編集員による企画・編集により、年４回（６月、９月、１月、３
月）発行し、女性活動団体へ送付した。

A 継続
人権男女共同平和課
（現：人権男女共同平
和国際課）

30
ＮＰＯなど市民活動への
支援

市民と行政が協働してまちづく
りをすすめていくことをめざ
し、市民活動がより活発に展開
できるよう支援します。
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ふじさわ男女共同参画プラン２０２０（改定版）　進捗管理シート

No. 事業名 事業の内容 主な具体的事業 令和2年度実績
事業の
達成状

況

今後の
方向性

特記事項 担当課

●生涯学習に関する情報の提
供

●広報・インターネット等各種媒体を使用し、公民館事業に関する情報
について市民周知を図った。
また、公民館登録サークル情報については，各公民館窓口及び藤沢市
ホームページで公開するなどして情報提供を図った。

B 継続
生涯学習総務課・
公民館

●学習相談の充実

●人材、団体、事業、施設、資格等様々な情報の提供や、学習方法の助
言や講座、講師、サークル、施設案内等について男女共同参画を含めた
市民の様々な学習相談に対応した。
学習相談件数：238件

B 継続 生涯学習総務課

●保育ボランティア研修会の
開催

●１公民館で、その公民館の保育ボランティアを対象に、交流会・研修
会を行った。
・参加者：２人

B 継続
生涯学習総務課・
公民館

●保育者セミナーの開催

●保育に係る資質の維持・向上を図るため、公民館に関わる保育ボラン
ティア等を対象に、保育者セミナーを実施した。（新型コロナウイルス
感染状況を踏まえ、動画配信で実施）
・配信期間：１月８日～２月８日
・受講者：32人

B 継続 生涯学習総務課

34 人材登録制度の充実

様々な分野で、豊富な知識や優
れた技術技能をもった市民を発
掘し、自らの学習成果を生かす
活動の場を提供するなど、市民
の人材資源の活用を充実させ、
主体的な学習活動を支援しま
す。

●生涯学習人材バンク「湘南
ふじさわ学びネット」の運営

●生涯学習情報の積極的な提供を行うことで、市民の学習活動の支援
と、学習成果の社会還元を推進した。
生涯学習大学で人材バンク登録講師を起用した「市民講師企画講座」
「学び展示会＠フラッポ」を開催し、人材バンク登録者の積極的な活用
を推進した。
・人材バンク登録数：（個人）262人、（団体）46団体
・人材バンク利用件数：17件

B 継続 生涯学習総務課

●地域活動を促進するための
講座の開催

●地域活動の促進を目的に、公民館活動へ参加しにくい外国籍市民・障
がい者・勤労者・成人男性を対象に４公民館で５事業実施した。
・参加者：延べ293人

B 継続
生涯学習総務課・公民
館

●生涯学習大学の開催

●多様な学習機会の提供、ミドルエイジ世代の地域参画の促進、シニア
世代の生きがい・健康・仲間づくりへの支援、市民人材の養成・育成お
よび活動の促進等を目的として、13講座を実施した。
参加者：延べ626人

B 継続 生涯学習総務課

33 保育者活動への支援

公民館での学習活動を支援する
ための公民館保育者（保育ボラ
ンティア）の研修を実施し、研
修を終了した人がそれぞれの地
域でより豊かな活動を展開でき
るよう支援します。

35
地域社会への共同参画を
促すための学習機会の充
実

日頃、地域活動に参加しにくい
市民の地域社会参画を促すた
め、様々な活動・学習機会を提
供します。

32
男女共同参画についての
情報提供・学習相談の充
実

男女共同参画に関する市民の多
様な学習活動を推進するため、
学習情報を収集し、情報提供と
学習方法などへの助言が一体と
なった学習相談体制の充実をめ
ざします。
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No. 事業名 事業の内容 主な具体的事業 令和2年度実績
事業の
達成状

況

今後の
方向性

特記事項 担当課

36 保育つき事業の促進

子育て中でも、市民活動や学習
の機会に積極的に参加できるよ
う、各種事業の開催に保育の場
を設けます。

●各種事業開催における保育
つき事業の実施

●市民を対象とした講演会や説明会、講座等を実施した課19課中、保
育付き事業を実施した課は８課であり、42.1％であった。

B 継続

●新型コロナウイルスの影響で事業自
体が中止となったほか、オンラインで
の開催が増えたため、保育つきでの実
施は前年度よりも少なくなった。

人権男女共同平和課・
関係各課
（現：人権男女共同平
和国際課・関係各課）

37
地域コミュニティにおけ
る異世代協働の促進

地域活動に若い世代の市民も参
加し、異世代間交流が促進され
るよう、若年層への積極的な情
報提供をすすめます。

●異世代間交流、協働活動の
推進

●各種事業開催時にホームページ等を活用し、情報提供を行った。 B 継続

人権男女共同平和課・
関係各課
（現：人権男女共同平
和国際課・関係各課）

●中学校区を基本とした１５
の地域協力者会議の開催

●市が「学校・家庭・地域連携推進会議会長会」に業務委託し、各地域
協力者会議（15会議）が事業の実施母体となって、各会議において新
型コロナウイルス感染症対策を講じながら、コロナ禍における取組につ
いて協議した。

B 継続 教育総務課

●地域課題の協議、推進事業
の周知

●令和３年度から新たに始まる「学校運営協議会制度」についての説明
及び意見交換のため、教育委員会が「学校・家庭・地域連携推進会議会
長会」の役員を集めて「臨時会長会」を実施した。なお、実施に当たっ
てはZoom会議にて開催した。

B 継続 教育総務課

●各校区の特徴を生かした事
業の実施

●各地域協力者会議（15会議）において新型コロナウイルス感染症対
策を講じた上で、様々な事業等を実施した。
・学校間交流(学園都市むつあい協力者会議）
・善行あそび塾（善行三者ふれあいネットワーク）
・五行歌でふれあい（明治地区青少年ふれあいネットワーク）
・卒業生向けマスク制作（片瀬地区青少年支援フォーラム）
・郷土の散策（秋葉台サンシャイン）　ほか

B 継続 教育総務課

38
学校・家庭・地域の連携
強化

学校・家庭・地域の連携による
地域協力者会議を開催し、児
童・生徒の健やかな成長を支援
するため、地域の課題について
協議し、解決をめざします。
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ふじさわ男女共同参画プラン２０２０（改定版）　進捗管理シート

No. 事業名 事業の内容 主な具体的事業 令和2年度実績
事業の
達成状

況

今後の
方向性

特記事項 担当課

●ＰＴＡ育成事業の充実
●「藤沢の子どもたちのためにつながる会」への活動支援とともに、同
会と連携し、ＰＴＡ等組織活動に資する取組を展開した。
※「つながる会」ＨＰを介したＰＴＡ活動に関する相談受付、対応

B 継続 教育総務課

●ＰＴＡ役員研修会の開催
●市内ＰＴＡ等組織に対して、湘南三浦教育事務所が主催する様々な研
修会等への参加を促した。

B 継続
●例年実施している「ＰＴＡ役員研修
会」についてはコロナ禍により中止と
した。

教育総務課

●防災リーダー研修、避難施
設等での体験研修等への女性
の参加促進

●4月から7月にかけての各地区説明会（R2は書面開催）等において、
「防災対策には女性の視点が大切です！」のチラシを配布するととも
に、ホームページへの掲載を行った。

B 継続 危機管理課

●ジュニア防災リーダーの育
成

●市内の中学生を対象に、ジュニア防災リーダー講習（防災教育・救急
救命講習等）を市内の各中学校（19校中3校）にて実施し、延べ591
人が受講した。

B 継続 危機管理課

●研修への女性団員の参加促
進

●「湘南ふじさわファミリーフェスタ2020（女性起業家×湘南子育て
ライフ応援）」へ女性消防団員３人が参加し、女性消防団の活動をＰＲ
することができた。

C 継続
●新型コロナウイルス感染症の影響で
予定されていた研修が中止となった。

警防課

●女性団員が活動しやすい環
境整備の促進

●女性消防団員の制服に関する要望があったため、今後の改善に向けた
検討を行った。

C 継続
●制服の変更については、幅広い意
見・要望を踏まる必要があるため、引
き続き、検討を進める。

警防課

40
自主防災組織への女性の
参画促進

各種防災研修等において女性の
積極的な参加を働きかけるとと
もに、自主防災組織の役員等
へ、女性の積極的な登用を呼び
かける。

41
消防団活動の充実強化に
向けた男女共同参画の推
進

男女共同参画の視点を取り入れ
た消防団活動を推進するため、
男女の区別なく積極的に新規入
団を促進する。

39 ＰＴＡ活動への支援

ＰＴＡ活動についての理解を深
め、会員の資質の向上を図ると
ともに、ＰＴＡ活動における男
女共同参画を促進します。
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No. 事業名 事業の内容 主な具体的事業 令和2年度実績
事業の
達成状

況

今後の
方向性

特記事項 担当課

42 防火推進員の養成

男女を問わず、地域における火
災を予防するため、火災予防等
の知識、技術の習得を図り、地
域住民の防火思想の反映に資す
ることを目的に、防火推進員を
養成する。

●防火推進員への啓発

●次の啓発事業を実施した。
・７月20日　普通救命講習Ⅰ(15人)
・８月19日　南署施設見学(10人)
・10月19日　操法大会(７人)
・11月14・15日　消防・救急フェア（６人)
・3月12日　消防長懇談会（11人）
※５事業・参加延べ人員：49人

B 継続

●新型コロナウィルス感染症の流行に
より予定していた14事業のうち５事業
のみの活動となった。
※中止事業：移植式、防災リーダー研
修、住宅用火災警報器アンケート、総
合防災訓練、市民まつり出展、防災
リーダーレベルアップ研修、消防関連
施設見学、消防出初式
※不参加事業：春の火災予防キャン
ペーン

予防課

43
避難施設運営における男
女共同参画意識の形成

被災時の男女のニーズの違いを
踏まえた男女双方の視点や参画
に十分配慮し、避難施設におけ
る生活環境を常に良好なものと
するよう努める。

●男女平等を意識した避難施
設運営の為の会議や研修の実
施

●「藤沢市避難施設運営マニュアル（2019年３月改定）」に基づき、
プライバシー保護や授乳時に使用できる個室テントを配布し、指定避難
所等で活用できるようにした。
●指定避難所等の運営の意思決定の場に女性が関わることの重要性を啓
発するチラシを作成し、ホームページに掲載し、年度当初の地区説明会
（書面開催）において資料の配布を行った。

B 継続 危機管理課
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No. 事業名 事業の内容 主な具体的事業 令和2年度実績
事業の
達成状

況

今後の
方向性

特記事項 担当課

●情報紙「かがやけ地球」に
よる紹介

●男女が共に生きる情報紙「かがやけ地球」夏号（125号）、冬号
（127号）において、ワーク・ライフ・バランスの推進を意識した記事
を掲載した。

A 継続
人権男女共同平和課
（現：人権男女共同平
和国際課）

●「勤労ふじさわ」による啓
発

●「勤労ふじさわ」を12回発行し、長時間労働の抑制が図られるよ
う、事業主・労働者への意識啓発を行った。

A 継続 産業労働課

●国、県、関係機関などとの
連携

●労働・雇用問題に関して幅広く検証・協議し、勤労者の生活の安定、
福祉の向上、地元企業の活性化などを図るため、労働問題懇話会を開催
し、労働側委員、使用者側委員、労働関係機関、行政側委員による労働
行政の一層の推進に向けた協議を行った。
○労働問題懇話会
・実施日　第１回：10月６日、第２回：３月（書面開催）

A 継続
●湘南雇用環境情報緩解については、
新型コロナウイルス感染症拡大防止の
ため、中止

産業労働課

●ワーク・ライフ・バランス
推進会議の開催

●ワーク・ライフ・バランス推進会議を開催し、労働団体、経済団体、
企業、学識経験者などが連携し、ワーク・ライフ・バランスの推進につ
いて議論を行った。
○ふじさわワーク・ライフ・バランス推進会議
・実施日　３月（書面会議）

A 継続 産業労働課

●ワーク・ライフ・バランス
推進に関する企業向け、市民
向け事業の実施

●市民向けセミナー
・ワークライフバランスセミナー
・実施日　11月７日
・参加者数　８人
●企業向けのテレワーク導入に関するパンフレットを作成し、庁内各課
及び商工会議所への配架、市ホームページへの掲載を行った。

A 継続 産業労働課

44
長時間労働抑制に向けた
企業や関係機関との連携

長時間労働の抑制をすすめるた
め、企業や関係機関と推進会議
等で連携するとともに、情報提
供や意識啓発を行います。
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ふじさわ男女共同参画プラン２０２０（改定版）　進捗管理シート

No. 事業名 事業の内容 主な具体的事業 令和2年度実績
事業の
達成状

況

今後の
方向性

特記事項 担当課

●情報紙「かがやけ地球」に
よる啓発

●男女が共に生きる情報紙「かがやけ地球」冬号（127号）において、
共に生きるフォーラムふじさわの記事中で男性の育休等の取得の重要性
について言及した。

A 継続
人権男女共同平和課
（現：人権男女共同平
和国際課）

●「勤労ふじさわ」による啓
発

●「勤労ふじさわ」を12回発行し、育児休業制度・介護休業制度に関
する事業主・労働者への意識向上を図った。

A 継続 産業労働課

●経営者向けセミナーの実施

●かながわ労働センター湘南支所との共催で、労務管理セミナーを企業
経営者及び人事労務担当者を対象に実施した。
・実施日
11月26日「外国人労働者の現状～新型コロナウイルスが外国人労働市
場に与える影響～」
12月10日「ここがポイント！同一労働同一賃金の実務解説」
・参加者
11月26日：12人
12月10日：23人

A 継続 産業労働課

●情報紙「かがやけ地球」に
よる啓発

●男女が共に生きる情報紙「かがやけ地球」夏号（125号）、冬号
（127号）において、ワーク・ライフ・バランスの推進を意識した記事
を掲載した。

A 継続
人権男女共同平和課
（現：人権男女共同平
和国際課）

●「勤労ふじさわ」による啓
発

●「勤労ふじさわ」を12回発行し、仕事と生活の両立に関する事業
主・労働者への意識向上を図った。

A 継続 産業労働課

●経営者向けセミナーの実施

●かながわ労働センター湘南支所との共催で、労務管理セミナーを企業
経営者及び人事労務担当者を対象に実施した。
・実施日
11月26日「外国人労働者の現状～新型コロナウイルスが外国人労働市
場に与える影響～」
12月10日「ここがポイント！同一労働同一賃金の実務解説」
・参加者
11月26日：12人
12月10日：23人

A 継続 産業労働課

46
仕事と生活の両立につい
ての啓発

仕事と生活の両立を支援するた
め、様々なセミナーを開催し、
情報提供、意識啓発に努めま
す。

45
育児、介護休業制度の普
及、推進

育児休業制度・介護休業制度に
ついて、広く事業主や労働者へ
意識啓発をすすめ、制度の普及
を図ります。
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ふじさわ男女共同参画プラン２０２０（改定版）　進捗管理シート

No. 事業名 事業の内容 主な具体的事業 令和2年度実績
事業の
達成状

況

今後の
方向性

特記事項 担当課

●「かがやけ地球」の発行
●男女が共に生きる情報紙「かがやけ地球」夏号（125号）において、
男性の家事・育児の助けになるような情報提供を行った。

A 継続
人権男女共同平和課
（現：人権男女共同平
和国際課）

●男女共同参画啓発事業「共
に生きるフォーラムふじさ
わ」の開催

●「共に生きるフォーラムふじさわ」を実施したが、令和元年度のテー
マが男性ロールモデルの情報提供ではなかった。

C 継続

●平成27年度フォーラムで「男性の家
事・育児」をテーマとして扱ってい
る。
「共に生きるフォーラムふじさわ」に
ついては、その時々の状況に応じた
テーマ設定を行っている。

人権男女共同平和課
（現：人権男女共同平
和国際課）

●両親学級（マタニティクラ
ス）の開催

●新型コロナウイルス感染症拡大防止のため通年で中止としたが、マタ
ニティクラスで実施している内容の一部をケーブルテレビで放送（8月
31日～9月6日）し、その後、ホームページに動画を配信した。

D 継続
子ども健康課
（現：健康づくり課）

●父子手帳の交付 ●父子手帳の交付数：3,186冊 A 継続
子ども健康課
（現：健康づくり課）

●男性を対象としたワーク・
ライフ・バランスを充実させ
る講座の開催

●男性を対象とした生活技術講座を開催し、家事、料理等に関する生活
技術や知識の教授を中心とした講座を１公民館で１事業を実施した。
参加者：延べ７３人

B 継続
生涯学習総務課・
公民館

●家族介護者教室

●高齢者等を介護している家族等を対象に、孤立防止に向けた介護者相
互の交流や介護に必要な知識の習得の場を設けた。
○委託事業の教室開催回数　3回
・参加延べ人数　29人(うち男性6人、女性23人）
○市が直接実施したの講演会の開催回数　1回
・参加延べ人数　1人（女性）

B 継続
●新型コロナウイルス感染症の影響に
より、開催を中止した講座あり。

地域包括ケアシステム
推進室
（現：高齢者支援課）

●在宅介護者の会の運営

●高齢者等を介護している家族等を対象に、孤立防止に向けた介護者相
互の交流や介護に必要な知識の習得の場をとなる家族会の運営を行っ
た。
・計6回
・延べ参加人数　44名

B 継続
●月１回の開催だが、４月、５月、６
月、１月、２月、３月は新型コロナウ
イルス感染症の影響により、中止。

地域包括ケアシステム
推進室
（現：高齢者支援課）

48
男性の家事・育児への参
画促進

性別役割分担意識の是正と、男
性の生活的自立を促すための学
習機会を提供します。

49 男性の介護への参加促進

介護に必要な知識の習得の場
や、介護者同士の交流の場を設
け、男性も積極的に参加するよ
う呼びかけを行い、男女が共に
介護を担う意識を高めていきま
す。

47
家事・育児等を積極的に
行う男性ロールモデルの
情報提供

働き方を見直し、家事・育児等
を積極的に行っている男性の事
例を情報提供します。
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ふじさわ男女共同参画プラン２０２０（改定版）　進捗管理シート

No. 事業名 事業の内容 主な具体的事業 令和2年度実績
事業の
達成状

況

今後の
方向性

特記事項 担当課

待機児童の解消に対応するた
め、保育所整備計画に基づき、
認可保育所の新設のほか、認可
外保育施設への認可化支援など
計画的な整備を行い、保育サー
ビスの量的拡充、質的向上を図
ります。

●認可保育所や小規模保育事
業等の計画的な整備による受
け入れ児童数の拡大

●認可保育所等の整備等により、保育サービスの量的拡充、質的向上を
図った。
・認可保育所等の新設(15か所)　721人分の定員拡大
・認可保育所等の再整備(４か所)　59人分の定員拡大
合計  780人分の定員拡大

A 継続 子育て企画課

また、保護者の多様な保育ニー
ズに対応するため、一時預かり
事業や延長保育事業などを実施
します。

●一時預かり事業、延長保育
事業などの充実

●保護者の就労時間の長時間化等に対応するため、通常の開所時間を超
えて早朝や夕方（場合によっては夜間）に延長保育を行っている。ま
た、就労及び就学、冠婚葬祭、保護者の疾病・入院等により、緊急・一
時的に保育を必要とする児童に対する一時預かり事業を公立法人立計
21か所の保育所で実施。令和２年度の利用状況は、登録者数 1,937
人、延べ利用者数は、18,350人。

B 継続

●新型コロナウイルス感染症拡大防止
対策のため、一定期間の受け入れ中止
及び利用の限定等の協力依頼を行っ
た。

保育課

●子ども発達支援事業の充実

●子ども発達支援事業
・子どもサポートファイルの配布　325部
・冊子　「発達障がい」かな？と思ったら　2,090部
●子ども発達相談
発達に心配のある児童及び障がいのある児童についての相談。
・新規相談件数　496件

A 継続 子ども家庭課

●特別支援保育委託事業

●市内の私立幼稚園、認定こども園、幼児教育施設に対して、特別支援
保育費の補助金を交付した。
・対象人数
52人（うち幼稚園及び認定こども園48人、幼児教育施設４人）
・実施園数
21園（うち幼稚園及び認定こども園18園、幼児教育施設３園）

A 継続

●令和２年度に制度の変更を行い、市
内の私立幼稚園、認定こども園、幼児
教育施設に対して、特別支援保育費に
ついて補助金を交付することに改め
た。

子ども家庭課

●ファミリー・サポート・セ
ンター事業の充実

●関係機関へチラシ等を配布し、必要に応じて事業の説明を行うなど、
更なる周知を図った。
・おねがい会員　6,437人
・まかせて会員　942人
・どっちも会員　571人
・活動件数　 9,188件

A 継続 子ども家庭課

●ショートステイ事業

●関係機関へチラシ等を配布し、必要に応じて事業の説明を行うなど、
更なる周知を図った。
・利用人数　16人
・延べ利用日数　217日

A 継続 子ども家庭課

●トワイライトステイ事業

●関係機関へチラシ等を配布し、必要に応じて事業の説明を行うなど、
更なる周知を図った。
・利用人数　８人
・延べ利用日数　 17日

A 継続 子ども家庭課

50
乳幼児期の保育・教育の
充実

51
発達に課題がある子ども
の支援体制の充実

発達に心配のある児童及び障が
いのある児童について相談・支
援を行うほか、関係機関と連携
し支援の充実を図ります。

52
ファミリー・サポート・
センター事業と子育て短
期支援事業の充実

ファミリー・サポート・セン
ター事業では、育児の援助を受
けたい人と援助を行う人からな
る会員組織の運営を行います。
また、子育て短期支援事業で
は、子育て中の保護者の病気・
出産・出張・残業などの理由に
より、家庭で子どもの養育が困
難になった場合に、施設におい
て短期間の子どもの養育・保護
を行います。
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ふじさわ男女共同参画プラン２０２０（改定版）　進捗管理シート

No. 事業名 事業の内容 主な具体的事業 令和2年度実績
事業の
達成状

況

今後の
方向性

特記事項 担当課

53
藤沢市子ども・子育て支
援事業計画の推進

「未来を創る子ども・若者が健
やかに成長する子育てにやさし
いまち」の実現に向けて、社会
全体が協力して子育てしやすい
環境づくりをすすめます。

●「藤沢市子ども・子育て支
援事業計画」に基づく子ど
も・子育て支援施策の展開

●令和元年度に策定した「第２期藤沢市子ども・子育て支援事業計画」
に基づき、計画的に施設や事業を提供するとともに、藤沢市子ども・子
育て会議を3回開催し、子育て支援に関する現状報告と今後の取組等に
ついて、調査・審議した。

A 継続 ●令和４年度に中間見直しを行う予定 子育て企画課
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No. 事業名 事業の内容 主な具体的事業 令和2年度実績
事業の
達成状

況

今後の
方向性

特記事項 担当課

●子育て支援センター事業の
実施

●藤沢・湘南台・辻堂・六会子育て支援センターで、1,172日開設。延
べ利用者数26,073人、相談件数9,378件、情報提供件数14,636件。
・巡回子育てひろば8か所で、72日開設。延べ利用者数1,027人、相
談件数130件、情報提供件数125件。
利用しやすい巡回場所として、Ｆプレイスにて平均月３日（うち1日は
18:30まで利用時間を延長）実施。
・子育て世代のあらゆる組合せ（母子・父子・祖父母と孫等）で参加し
やすい事業ファミリーデー１８回、子育て世代と地域や学生等の交流目
的のひろば７回実施。

B 継続

●令和２年２月末より、新型コロナウ
イルス感染症拡大防止のため、事業の
縮小・休止・延期等となっている。自
由に集えていた子育て広場は感染拡大
防止対策のため、時間や人数制限など
を設け、予約制で実施している。

子育て企画課

●つどいの広場事業の実施
●鵠沼、善行、藤が岡、中里つどいの広場で、610日開設。延べ利用者
数6,735人、相談件数815件、情報提供件数3,834件。
●藤沢版つどいの広場事業７か所で実施。

B 継続

●令和２年２月末より、新型コロナウ
イルス感染症拡大防止のため、事業の
縮小・休止・延期等となっている。自
由に集えていた子育て広場は感染拡大
防止対策のため、時間や人数制限など
を設け、予約制で実施している。

子育て企画課

●子育てふれあいコーナー事
業の実施

●子育てふれあいコーナーあいあい・きらきらほし22か所で開設。
開催日数115日　延べ利用者数883人。
●子育てボランティア情報交換会を実施、フォローアップ講座を紙面開
催。
●子育てボランティア登録者数5７人。

B 継続

●令和２年２月末より、新型コロナウ
イルス感染症拡大防止のため、事業の
縮小・休止・延期等となっている。自
由に集えていたが感染拡大防止対策の
ため、実施会場の地域子どもの家や児
童館の時間や人数制限の中で実施して
いる。

子育て企画課

●市民との協働事業「子育て
応援メッセinふじさわ」の開
催

●地域版「子育て応援メッセ」を「湘南・藤沢」「鵠沼」「片瀬」「遠
藤」「明治」の５か所で、計５回開催した。他地区は新型コロナウイル
ス感染症拡大防止のため延期または中止となった。

B 継続
●令和２年２月末より、新型コロナウ
イルス感染症拡大防止のため、事業の
縮小・休止・延期等となっている。

子育て企画課

●子育て支援サークル等の交
流

●地域子育て応援メッセ等の機会をとらえ、地域の各子育てサークルが
他サークルや関係団体と連携し協力できるよう、情報提供など相互を繋
ぐ働きかけを行った。また地域の親子等に各子育てサークルの紹介を
行った。
●子育て支援団体の活動開始のため、コロナ禍の子育て情報提供を実施
するなどの支援を行った。

B 継続
●令和２年２月末より、新型コロナウ
イルス感染症拡大防止のため、事業の
縮小・休止・延期等となっている。

子育て企画課

●保育所における地域の子育
て家庭を対象とした相談・交
流事業の充実

●市内の公立保育所において保育所の持つ専門的知識を活用した育児相
談や育児情報の提供を行った。
・実施件数　895件

B 継続
●新型コロナウイルス感染症拡大防止
対策のため、電話での相談を主に対応
した。

保育課

●園庭開放・体験保育・世代
間等交流事業の実施

●市内の公立保育所の園庭や遊具の開放を行った。
・参加人数延べ　833人
●市内の公立保育所において園見学（外からの見学）、地域交流等を実
施した。
・参加人数延べ　4,641人

B 継続

●新型コロナウイルス感染症拡大防止
対策のため、学生の体験保育及び市内
の公立保育所において地域の高齢者と
児童との交流を中止した。
●新型コロナウイルス感染症拡大防止
対策のため、全事業について一定期間
中止し、その後は体験保育等の施設内
を利用する事業については中止した。
新型コロナウイルス感染症拡大防止対
策のなかでの、実施方法について検討
する必要がある。

保育課

54 地域の子育て支援の促進

すべての子育て家庭が安心して
子育てができるよう、市民や関
係団体との連携・協力により、
地域における子ども・子育て支
援サービスを充実させるととも
に、子育て支援のネットワーク
づくりをすすめます。
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No. 事業名 事業の内容 主な具体的事業 令和2年度実績
事業の
達成状

況

今後の
方向性

特記事項 担当課

54 地域の子育て支援の促進

すべての子育て家庭が安心して
子育てができるよう、市民や関
係団体との連携・協力により、
地域における子ども・子育て支
援サービスを充実させるととも
に、子育て支援のネットワーク
づくりをすすめます。

●子育て支援センターとの連
携による子育て支援事業の実
施

●新型コロナウイルス感染症拡大防止対策のため、子育て支援センター
を利用している保護者の保育所見学会・保育所職員や園児の支援セン
ター訪問による交流は中止した。

D 継続
●新型コロナウイルス感染症拡大防止
対策のため、中止した。

保育課

●小児への医療費助成の充実

●中学校修了までの児童の入通院に係る医療費の助成を行った。（中学
生については所得制限あり。）
・延べ対象者数　642,811人
・助成件数　683,178件
・助成額　1,408,851千円

A 継続 子育て給付課

●未熟児養育医療の給付

●2,000グラム以下の乳児、または医師が養育を必要と認めた乳児の入
院に係る医療の給付を行った。
・延べ対象者数　84人
・助成件数　198件
・助成額　21,668千円

A 継続 子育て給付課

●育成医療の給付

●給付対象となる疾患に罹患している18 歳未満の児童が、手術などを
行うことにより治療効果が期待できる場合について、育成医療費の助成
を行った。
・延べ対象者数　15人
・助成件数　58件
・助成額　633千円

A 継続 子育て給付課

55 小児に対する医療の充実
小児の健やかな成長を支援する
ため、医療費を助成し、保護者
の経済的負担を軽減します。
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No. 事業名 事業の内容 主な具体的事業 令和2年度実績
事業の
達成状

況

今後の
方向性

特記事項 担当課

●青少年指導員の研修の充実

●新任研修会「神奈川県青少年保護育成条例について」
・実施日　８月28日(金)
・対象者77人中69人参加・再任５人参加
・内容　　藤沢市青少年指導員の委嘱替えに伴い、今後の青少年指導員
活動を行う上で青少年の健全育成に関する知識の習得を図ることを目的
に、新任向けの研修を行った。
●全体研修会「～中高生の声から考える～性教育と性の健康を守る医療
の課題」
・実施日　11月11日(水)
・参加者　174人
・内容　青少年指導員の非行防止活動の促進のため、「～中高生の声か
ら考える～性教育と性の健康を守る医療の課題」をテーマとして、産婦
人科専門医　遠見才希子氏を講師として講義形式の研修を行った。

A 継続 青少年課

●青少年健全育成事業の推進

●JUMP UP U-20 WINTER CONCERT
・実施日　12月19日・20日
・従事者　36人
・出演者数　８グループ　36人
・無観客・後日ラジオ放送（１月９日・（再）10日）

B 継続
●５月に開催予定だったみらい子ども
フェスタについては、新型コロナウイ
ルス感染症拡大防止のため中止した。

青少年課

●放課後児童健全育成事業

●69児童クラブで事業を実施。
・児童クラブ入所者数　3,758人…2020年4月1日現在
・児童クラブ入所希望児童の入所率
 （入所児童数/入所希望者数）　96.8%…2020年4月1日現在

A 継続

●新型コロナウイルス感染症の流行に
よる小学校の休業及び時間変更を受
け、平日に8日間午前中から開所し
た。

青少年課

●放課後子ども教室推進事業

●亀井野小学校区放課後子ども教室
・開室日数：３日
・利用児童人数：108人
●小糸小学校区放課後子ども教室
・開室日数：109日
・利用児童人数：1,121人
●富士見台小学校区放課後子ども教室
・開室日数：３日
・利用児童人数：155人

C 継続

●新型コロナウイルス感染症の流行や
それに伴う緊急事態宣言の発令を受
け、事業の実施日数が非常に少なく
なった。

青少年課

56
青少年の学校外活動の充
実

青少年の健全な育成に向け、地
域で成長を支える環境づくりを
すすめるとともに、青少年の健
全育成事業を実施し、青少年の
学校外活動の場や機会の充実を
図ります。

57
放課後の児童に対する施
策の充実

保護者が就労などの理由によ
り、放課後不在となる家庭の児
童の健全育成、保護者の就労支
援、子育て支援を図る児童クラ
ブ事業を実施するとともに、放
課後などの小学校の余裕教室・
体育館・校庭を活用して、実施
小学校区の児童を対象に、安
全・安心な居場所（遊び場）を
提供する事業を実施します。

27 / 49 ページ



ふじさわ男女共同参画プラン２０２０（改定版）　進捗管理シート

No. 事業名 事業の内容 主な具体的事業 令和2年度実績
事業の
達成状

況

今後の
方向性

特記事項 担当課

●生活支援型ホームヘルプ
サービス

●介護保険における要支援・要介護の認定が非該当である65歳以上の
高齢者で、在宅で生活をし、介護保険における要支援・要介護の認定が
非該当であるものの、日常生活において主に家事援助が必要であると認
められる方に対してホームヘルパーの派遣を行った。
・延べ利用者人数　18人　実利用者数　3人
・利用回数年度　64回

A 継続
地域包括ケアシステム
推進室
（現：高齢者支援課）

●一時入所サービス

●65歳以上で在宅生活が困難な高齢者を一時的に養護する必要がある
場合に、養護老人ホームにて短期入所を行った。
・実利用者数　17人
・延べ利用日数　 447日

A 継続
地域包括ケアシステム
推進室
（現：高齢者支援課）

●紙おむつの支給

●在宅でねたきりや認知症のため、日常的に紙おむつを使用している方
に毎月一定枚数の紙おむつを支給し、介護者世帯の身体的・経済的な負
担を軽減した。
・実利用者数　1,207人
・延べ利用件数　9,849件

A 見直し
●令和３年10月から見直し後の事業に
移行できるよう事務手続きを進めてい
る。

地域包括ケアシステム
推進室
（現：高齢者支援課）

●寝具乾燥消毒サービス

●65歳以上で在宅で生活する方で、寝具類が汚れがちになる寝たきり
の方や布団干しができない等寝具乾燥が困難な方の寝具類を丸洗い、消
毒乾燥を行い、生活衛生の維持を図るとともに、介護者の負担軽減を
図った。
・実利用者数　107人
・延べ実施回数　740回

A 継続
地域包括ケアシステム
推進室
（現：高齢者支援課）

●緊急通報サービス

●慢性疾患等により、日常生活上注意を要する状態にあるひとり暮らし
の高齢者又は高齢者世帯等に対して緊急通報用装置を設置した。このこ
とにより、緊急時等の連絡システムが構築され、平常時の利用者の見守
りや相談が行われるとともに、緊急時における救護・救援活動の即時対
応が図られた。
・利用者件数　534人

A 継続

●本事業については、民間の緊急通報
システムの進展により在宅時見守り精
度が向上してきている。このことか
ら、市では行財政改革2020の合わせ
見直しをすることにし、令和2年度に
民間事業者へ移行を完了した。この移
行に伴い、一時的に利用者が減少した
が、周知活動等行ったことにより、
徐々に回復傾向にある。

地域包括ケアシステム
推進室
（現：高齢者支援課）

●徘徊高齢者ＳＯＳネット
ワークシステム
（新事業名称）
認知症等行方不明SOSネット
ワーク事業

●認知症などのために、行方不明となるおそれのある高齢者を介護して
いる家族が事前に高齢者の情報を登録することで、行方不明になった際
にいち早く警察等の関係機関が連携して捜索し、早期保護を図った。
また、希望者に対し、現在地を検索することが可能な携帯型端末を貸与
する事業を実施し、介護者の負担軽減を図った。
・登録実人数　153人（男性55人、女性98人）
・市内における身元不明者発見及び保護件数　２件

A 見直し
地域包括ケアシステム
推進室
（現：高齢者支援課）

58
高齢者への在宅福祉サー
ビスなどの充実

要援護高齢者などへの支援とそ
の家族の負担の軽減を図るた
め、各種在宅福祉サービスなど
の充実に努めます。
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No. 事業名 事業の内容 主な具体的事業 令和2年度実績
事業の
達成状

況

今後の
方向性

特記事項 担当課

●児童通所支援
●障がいのある児童や発達に心配がある児童に対して、療育を提供する
サービスを行った。
・児童通所支援（実人数）　1,391人

A 継続 子ども家庭課

●短期入所
●障がい者の自立支援と社会活動の充実を図るために、一時的に宿泊を
伴ったサービスの提供を行った。
・短期入所（年間実利用人数　342人）

B 継続
障がい福祉課
（現：障がい者支援
課）

●ホームヘルパーの派遣

●障がい者の自立支援と社会活動の拡充を図るために必要な障がい福祉
サービスの提供を行った。
実利用人数　770人
利用時間数　113,697時間

A 継続
障がい福祉課
（現：障がい者支援
課）

●訪問入浴サービス
●市内事業所数　６か所（前年度比±０）
利用人数　49人
支払件数　478件

B 継続
●コロナウイルス感染症の感染が拡大
する背景により、サービス利用件数が
落ち込んだものと推察される。

障がい福祉課
（現：障がい者支援
課）

●施設での入通所サービス

●障がい者の自立支援と社会活動の拡充を図るために必要な障がい福祉
サービスの提供を行った。
・施設入所支援　253人
・生活介護　1,019人
・機能訓練　17人
・生活訓練　39人
・就労移行支援　285人
・就労継続支援Ａ型（雇用型）　86人
・就労継続支援Ｂ型（非雇用型）　748人

A 継続
障がい福祉課
（現：障がい者支援
課）

59
障がい者への介護サービ
スなどの充実

障がい者の自立支援及び社会活
動の推進を図るため、障がい者
自身が選択できる各種サービス
の拡充をすすめます。
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No. 事業名 事業の内容 主な具体的事業 令和2年度実績
事業の
達成状

況

今後の
方向性

特記事項 担当課

●情報紙「かがやけ地球」に
よる啓発

●男女が共に生きる情報紙「かがやけ地球」冬号（127号）において、
セクシュアルマイノリティとハラスメントの記事を掲載し、周知啓発を
図った。

A 継続
人権男女共同平和課
（現：人権男女共同平
和国際課）

●セクシュアル・ハラスメン
ト防止週間の周知、啓発

●各課等の長宛に「ハラスメントの防止について」の依頼をポータル掲
示し、周知徹底を図った。
●新たに管理職となった職員を対象に、ハラスメントの防止に関する研
修を実施し、周知・啓発を図った。（ライブラリ研修）
●所属長を対象に「職場におけるハラスメントについて」をテーマに研
修を実施し、所属長としての役割を改めて周知した。（ライブラリ研
修）
※ライブラリ研修：職員ポータルに掲載された資料により、受講者が指
定された期間内に学習する研修

B 継続 職員課

●相談窓口の整備・充実
●「藤沢市職員の職場におけるハラスメントの防止等に関する要綱」に
基づき、ハラスメントに関する苦情相談に対応した。
・件数：２件

A 継続 職員課

●相談窓口の整備・充実

●毎週土曜日にＦプレイスで、毎週火曜日に市民相談情報課で、社会保
険労務士による労働相談を行った。
・相談人数　延べ226人
・セクシャル・ハラスメント、パワー・ハラスメントの相談件数　延べ
37件

A 継続 産業労働課

●「勤労ふじさわ」による啓
発

●「勤労ふじさわ」を12回発行し、セクシャル・ハラスメント、パ
ワー・ハラスメントに対する事業主・労働者への意識向上を図った。

A 継続 産業労働課

●暴力防止啓発

●市役所本庁舎１階ロビーでの男女共同参画週間パネル展および人権
メッセージパネル展での啓発チラシ等の配架、庁舎内へのチラシ・ポス
ター掲出を行い、啓発に努めた。
●デートＤＶ啓発チラシを作成し、市立中学校２年生への全員配布を
行った。

A 継続
人権男女共同平和課
（現：人権男女共同平
和国際課）

●関係機関との連携
●地域DV対応情報交換会に参加し、県警・女性相談所等と情報交換や
連携の確認を行った。

A 継続
人権男女共同平和課
（現：人権男女共同平
和国際課）

60
セクシュアル・ハラスメ
ントなどの防止の意識啓
発及び相談の充実

様々な場所において、セクシュ
アル・ハラスメント、パワー・
ハラスメント、マタニティ・ハ
ラスメント防止のための意識啓
発をすすめます。

61
性犯罪・ストーカーなど
の防止の意識啓発

性犯罪、売買春、人身取引、ス
トーカー行為などの暴力は「犯
罪」であるという意識を広め、
その発生を予防・根絶するため
の啓発をすすめます。
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No. 事業名 事業の内容 主な具体的事業 令和2年度実績
事業の
達成状

況

今後の
方向性

特記事項 担当課

●児童虐待や子育て相談の充
実

●関係機関と連携し、児童虐待の予防、早期発見、発生後の迅速かつ適
切な対応に努めた。
継続的な関わりを要するケースが増加傾向にある中、きめ細やかな対応
に努めた。
○児童虐待相談新規件数：２５７件
・身体：61件
・心理：111件
・ネグレクト：84件
・性的：１件

A 継続 子ども家庭課

●要保護児童の支援を目的と
したネットワークの充実

●「藤沢市要保護児童対策地域協議会」の構成機関が各々の専門性を活
かして連携し、児童虐待の早期発見と適切な支援内容の検討を行った。

A 継続 子ども家庭課

●児童虐待に関する情報収
集、調査、対応の充実

●児童虐待通告があった際に情報収集や調査をした後、事実関係確認の
ために家庭訪問し、適切な支援を行った。

A 継続 子ども家庭課

●研修会の開催、啓発活動の
実施

●児童虐待防止を目的に研修等を行い、関係機関や市民に対して啓発を
行った。
●神奈川県との共催により、街頭キャンペーンを実施し、市民に対して
啓発を行った。
・市民及び関係機関向け児童虐待防止研修会　１回実施　26人参加

B 継続
●令和２年度は、新型コロナウイルス
感染症の影響により、市民向け講演会
等の開催を中止した。

子ども家庭課

●養育支援訪問事業

●子どもの養育について支援が特に必要であると判断した家庭を訪問
し、保健師、保育士等による養育に関する指導・助言や、ヘルパー派遣
による育児・家事の援助を行った。
・専門的指導助言：１13件
・育児・家事の援助：１０2件

A 継続 子ども家庭課

青少年課

●７月に行われる青少年の非行・被害
防止全国強調キャンペーンと７月から
８月にかけて行われる青少年夏期特別
街頭指導パトロールについて、新型コ
ロナウイルス感染症拡大防止のため中
止とした。

継続

63
児童虐待防止に向けた相
談などの充実

虐待相談員を中心とした関係諸
機関で構成されるネットワーク
により、迅速で的確な対応を取
り、児童虐待の予防・早期発見
に努めます。また、子どもに関
する相談や情報提供などの充実
を図ります。

62 性の商品化の防止
関係機関と連携しながら、女性
を人格から切り離したモノとす
る性の商品化を防止します。

●青少年のための社会環境浄
化活動と非行防止活動の推進

●街頭指導パトロール…藤沢市青少年指導員・街頭指導員・特別街頭指
導員等による市内でのパトロールを実施し、喫煙・飲酒・怠学などを指
導した。（通年）
・実施回数　青少年指導員226回　昼間街頭指導員1,341回　夜間特
別街頭指導員47回
・指導回数　昼間　述べ95件（内女子25件）夜間　述べ1,016件（内
女子426件）
●年末特別街頭指導キャンペーン・春季特別街頭指導キャンペーン…青
少年指導員を中心に、青少年の非行・被害防止を広く市民へ周知するた
め、街頭放送を実施した。
・12月７日（月）藤沢駅10人
・12月８日（火）湘南台駅7人参加
・３月18日（木）藤沢駅18人）
●非行防止ポスター展…非行防止ポスター作品を募集し、応募作品やそ
の他啓発パネルの展示を行った。（10月21日（水）～10月29日
（木）22作品を展示）
●社会環境実態調査…11月に実施
●書店・古書店の有害図書類の区分陳列立入調査…8月、3月実施。
（調査店舗数6件）

B
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No. 事業名 事業の内容 主な具体的事業 令和2年度実績
事業の
達成状

況

今後の
方向性

特記事項 担当課

●高齢者虐待相談窓口の充実

●専門相談員、ケースワーカー、地域包括支援センター職員による虐待
相談への対応を行った。
・新規相談件数：109件
・対応件数： 293 件
・終結件数： 211件

A 継続
●相談員の出勤日増によりケースの状
況把握が進み、終結となるケースが倍
増した。

地域包括ケアシステム
推進室
（現：高齢者支援課）

●高齢者虐待防止ネットワー
ク会議の開催

●3回開催、期間内の相談状況報告と意見交換を行った。
・第１回：8月　書面開催
・第２回：11月5日　「経済的虐待ケースの事例検討」
・第３回：2月　書面開催

B 継続
●感染対策により、通常年３回開催の
ところうち2回は書面開催となった。

地域包括ケアシステム
推進室
（現：高齢者支援課）

●研修会の開催、啓発活動の
実施

●次の研修会を実施した。
・12月3日　包括支援センター職員対象
「高齢者虐待ケースへのチームアプローチ」

B 継続
●感染対策により、通常年２～３回開
催のところ1回となった。

地域包括ケアシステム
推進室
（現：高齢者支援課）

65
障がい者虐待防止に向け
た相談などの充実

障がい者虐待の早期発見、迅速
な対応、適切な支援等を実施す
ることを目的に、障がい者虐待
防止センターを運営します。ま
た、障がい者虐待の防止及び養
護者への支援に関する広報及び
啓発活動等を実施します。

●障がい者虐待防止センター
の運営

●障がい者総合支援協議会の権利擁護部会を8月、11月、令和3年2月
に実施した。（令和３年2月24日「権利擁護とは何か～支援の在り方と
は～」に講師を招き研修会を実施）
●障がい者虐待防止普及啓発のために「虐待防止パンフレット」を作成
した。（500部）

A 継続
障がい福祉課
（現：障がい者支援
課）

64
高齢者虐待防止に向けた
相談などの充実

高齢者に対する虐待の防止及び
虐待を受けた高齢者を保護する
ための対策を行います。
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No. 事業名 事業の内容 主な具体的事業 令和2年度実績
事業の
達成状

況

今後の
方向性

特記事項 担当課

●母子健康手帳の交付 ●母子健康手帳の交付数：3,186冊 A 継続
子ども健康課
（現：健康づくり課）

●両親学級（マタニティクラ
ス）の開催

●新型コロナウイルス感染症拡大防止のため通年で中止したが、マタニ
ティクラスで実施している内容の一部をケーブルテレビで放送（8月31
日～9月6日）し、その後、ホームページに動画を配信した。

D 継続
子ども健康課
（現：健康づくり課）

●こんにちは赤ちゃん事業
●お母さんと赤ちゃんを対象として、生後４か月までに助産師、保健
師、看護師が家庭訪問する事業：3,107人

A 継続
子ども健康課
（現：健康づくり課）

●乳幼児訪問指導
●妊産婦及び乳幼児訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業含む）：延べ
6,815人

A 継続
子ども健康課
（現：健康づくり課）

●離乳食教室、食事教室、食
物アレルギー教室

●離乳食教室（実践編）（7か月～11か月児）：16回　300人
●ぱくぱく教室（満１歳～１歳2か月児）：18回　239人
●食物アレルギー教室（7か月～1歳児）：9回　107人

B 継続

●新型コロナウイルス感染症拡大防止
のため、ぱくぱく教室・食物アレル
ギー教室は４月～６月まで中止、離乳
食教室（実践編）は4月～7月まで中止
とし、その後は参加人数、内容等を縮
小する形で実施。

子ども健康課
（現：健康づくり課）

●乳児期の教室
●ごっくん教室（5か月～6か月児）：27回　651人
●もぐもぐ教室（7か月児）：16回　431人 B 継続

●新型コロナウイルス感染症拡大防止
のため、ごっくん教室は４月～６月ま
で中止、もぐもぐ教室は4月～7月まで
中止とし、その後は参加人数、内容等
を縮小する形で実施。

子ども健康課
（現：健康づくり課）

●未熟児・慢性疾患児保健指
導（教室・相談・訪問）

●未熟児・慢性疾患児保健指導：（未熟児訪問273人、うち慢性疾患児
の訪問92人、慢性疾患講演会19人、所内相談（来所相談、電話相談含
む）437人）

B 継続

●新型コロナウイルス感染症の影響で
交流会・教室が開催できなかったた
め、通信を作成し対象者81人に郵送し
た。

子ども健康課
（現：健康づくり課）

●思春期保健指導（教室・相
談）

●思春期保健事業：延べ483人（所内相談5件、電話相談10件、講演
会1回39人、保健教育3回、429人）

B 継続
●新型コロナウイルス感染症の影響で
思春期健康教育の依頼が中止となり、
大幅な実績減少となった。

子ども健康課
（現：健康づくり課）

●お母さんと子どもの健康相
談

●健康相談：延べ505人（地区健康相談322人、保健センター健康相
談　183人）

C 継続

●南北保健センターで実施のお母さん
と子どもの健康相談は緊急事態宣言の
発令により，令和２年４月14日から６
月16日まで中止。令和２年６月23日
から実施内容を変更し予約制で再開し
た。

子ども健康課
（現：健康づくり課）

●特定不妊治療費の助成 ●特定不妊治療費助成件数：636件 A 見直し
●国が特定不妊治療費の保険適用化を
目指しており、今後、市の助成制度に
ついては見直しが必要である。

子ども健康課
（現：健康づくり課）

●不育症治療費の助成 ●不育症治療費助成件数：3件 A 継続
子ども健康課
（現：健康づくり課）

66
健やかな妊娠・出産や育
児のための支援の充実

妊娠期から産後にわたり必要な
保健指導及び育児支援を行うと
ともに、未熟児、慢性疾患児な
どの療養支援を行います。

33 / 49 ページ



ふじさわ男女共同参画プラン２０２０（改定版）　進捗管理シート

No. 事業名 事業の内容 主な具体的事業 令和2年度実績
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達成状

況

今後の
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特記事項 担当課

●４か月児健康診査 ●４か月児健康診査：3,239人 A 継続
子ども健康課
（現：健康づくり課）

●９～10か月児健康診査 ●９～10か月児健康診査：3,324人 A 継続
子ども健康課
（現：健康づくり課）

●1歳6か月児健康診査 ●１歳６か月児健康診査：3,316人 A 継続

●新型コロナウイルス感染症拡大防止
のため、4月から6月10日まで中止。
その後は実施方法を変更し6月17日か
ら再開した。

子ども健康課
（現：健康づくり課）

●2歳児歯科健康診査
●２歳児歯科健康：2,716人
新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、市内指定の医療機関での個
別健診として9月から実施

A 継続
●和3年度は集団健診に戻す形で感染
拡大防止策を講じた方法で実施。

子ども健康課
（現：健康づくり課）

●3歳6か月児健康診査
●３歳６か月児健康診査：3,392人
新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、4月から6月11日まで中
止。その後は実施方法を変更し6月18日から再開した。

A 継続
子ども健康課
（現：健康づくり課）

●妊婦健康診査 ●妊婦健康診査：延べ38,798人 A 継続
●令和３年７月からは産婦健康診査も
実施予定。

子ども健康課
（現：健康づくり課）

●経過検診療養生活相談 ●経過検診：延べ284人 A 継続
子ども健康課
（現：健康づくり課）

●心理相談経過観察 ●心理相談：延べ197人 A 継続
子ども健康課
（現：健康づくり課）

●生涯を通じた女性の健康教
育の実施

●主に女性特有のがん（乳がん、子宮がん）に焦点をあて、講演会や健
康教育を実施。
●イベント等での乳がん触診体験やがん検診受診勧奨を実施し、普及啓
発に努めた。

A 継続
健康増進課
（現：健康づくり課）

●生涯を通じた女性の健康相
談の充実

●保健師による随時相談を実施。 A 継続
健康増進課
（現：健康づくり課）

68
女性の健康についての相
談機能の充実

女性のライフサイクルに応じた
健康教育や健康相談体制の充実
を図ります。

67
障がいの早期発見と健康
管理体制の充実

乳幼児の各種健康診査を実施
し、疾病と障がいの早期発見に
努め、健やかな発育・発達を支
援します。
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事業の
達成状

況

今後の
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特記事項 担当課

●食生活改善推進員の養成 ●新型コロナウイルス感染症の影響で、中止となった。 D 継続
健康増進課
（現：健康づくり課）

●子どもの食事教室

●離乳食教室（実践編）（7か月～11か月児）：16回　300人
●ぱくぱく教室（満１歳～１歳2か月児）：18回　239人
●食物アレルギー教室（7か月～1歳児）：9回　107人
●ごっくん教室（5か月～6か月児）：27回　651人
●もぐもぐ教室（7か月児）：16回　431人

B 継続

●新型コロナウイルス感染症拡大防止
のため、各教室を4月～6月（7月）ま
で中止とし、その後は参加人数、内容
等を縮小する形で実施。

子ども健康課
（現：健康づくり課）

●学校給食の充実

●学校において食に関する項目を含んだ教科や特別活動など、学習を通
じて学年に応じた食に関する指導を行った。
●学校給食を生きた教材として活用した指導を行った。
●栄養教諭指導主事が、小・中各校の食育担当者に対して食育講座や食
育の計画等に関する指導、支援を行い、全校に食育を行き渡らせるよう
にした。

B 継続 学校給食課

●「きゅうしょくフェア」の
開催

●藤沢市役所本庁舎１階にて学校給食に関する展示を実施した。
１月９日～17日 B 継続

●令和2年度は，新型コロナウイルス
感染拡大に伴う休校や，感染拡大防止
の観点から，規模を縮小して開催し
た。
・児童からの絵画受付の中止
・スタンプラリー，中学校給食試食会
等イベントの中止　など

学校給食課

●健康診査事業
●５月末に受診券等の個別通知を行い、受診啓発を実施した。
・後期高齢者等健康診査受診率　49.5％

A 継続
健康増進課
（現：健康づくり課）

●がん検診事業

●がん検診受診率
・肺がん検診　　  42.4%
・大腸がん検診 　36.4 %
・胃がん検診    　7.6 %
・子宮頸がん検診   28.3%
・乳がん検診         26.9%
・前立腺がん検診   15.0%
・胃がんリスク検診  3.5%

A 継続
健康増進課
（現：健康づくり課）

●歯科健康診査事業

●令和２年度実績：受診者数5,120人　受診率　8.6%
・20，25，30，35，40，45，50，55，60，65，70歳の市民対
象に実施
・20，25歳を対象に、歯周病リスク検査実施
・口腔がん集団検診　年２回中止。

A 継続
健康増進課
（現：健康づくり課）

70 健康診査の実施と啓発

市民自らの健康管理に健康診査
を活用できるよう、受診しやす
い体制を整備するとともに、健
診結果を生活習慣の改善、健康
づくりに結びつけるためのフォ
ローアップ体制の充実を図りま
す。

69
食生活を通しての健康づ
くりの推進

「栄養バランスのとれた、おい
しく、楽しい食事」は健康の増
進を図る上で重要です。望まし
い食生活習慣を形成し、健やか
で生きがいのもてる生活の安定
を図るため、食育を推進しま
す。
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特記事項 担当課

●健康増進事業

●広報、ホームページによる事業周知を実施。
●健康教育、健康相談、健康づくり啓発事業の実施。
・健康教育　91回　1,979人
・健康相談　1395回　2,401人

A 継続
健康増進課
（現：健康づくり課）

●地域参加の促進

●地域への健康教育の実施。(出張講座等）
公民館等：ロコモ予防講座、高齢者学級、乳幼児家庭教育学級、子育て
応援メッセ、女性セミナー、男性学級等
企業、PTA,地区老連等：生活習慣病予防や身体活動促進の講座

A 継続
健康増進課
（現：健康づくり課）

●健康度・体力度チェック事
業の推進

●健康度　 実施回数 21 回　参加延べ人数　21人
●体力度   実施回数 44回　参加延べ人数　291人

A 継続
健康増進課
（現：健康づくり課）

●健康づくりトレーニング事
業の推進

●トレーニング事業
・実施回数  515回
・延べ利用者  11,453人

A 継続
健康増進課
（現：健康づくり課）

●健康増進に関する予防事業
の推進

●健康づくりに関する講演会、キャンペーンなどのイベントを実施 A 継続
健康増進課
（現：健康づくり課）

●タバコ対策の推進
●健康増進法改正と、法改正に伴う「藤沢市公共的施設等における受動
喫煙防止を推進するためのガイドライン」改定の周知啓発、相談対応等
の実施

A 継続
健康増進課
（現：健康づくり課）

71 健康づくりの推進
市民自らの健康づくり、みんな
で取り組む健康づくりをすすめ
ます。
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特記事項 担当課

●訪問栄養指導の実施
●療養上保健指導が必要な場合、依頼に応じて訪問を実施している。
・訪問件数：2件

A 継続
健康増進課
（現：健康づくり課）

●訪問歯科指導の実施 ●訪問相談　137人（実人数） A 継続
●訪問相談件数は、在宅療養者等歯科
診療推進事業の歯科医師・歯科衛生士
の訪問実績に基づく。

健康増進課
（現：健康づくり課）

●成人訪問指導の実施
●療養上保健指導が必要な場合、依頼に応じて訪問を実施している。
・訪問件数：１件

A 継続
健康増進課
（現：健康づくり課）

●こんにちは赤ちゃん事業
●お母さんと赤ちゃんを対象として、生後４か月までに助産師、保健
師、看護師が家庭訪問する事業：3,107人

A 継続
子ども健康課
（現：健康づくり課）

●妊産婦、新生児、乳幼児訪
問指導の実施

●妊産婦及び乳幼児訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業含む）：延べ
6,815人

A 継続
子ども健康課
（現：健康づくり課）

72 訪問指導の充実

心身の状況や家庭環境などに応
じて、療養上の保健指導が必要
である人やその家族に対し、保
健師・栄養士・歯科医師・歯科
衛生士が、必要な保健指導を実
施します。
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特記事項 担当課

73
スポーツに親しむ機会の
充実

生涯を通して健康であるため
に、秩父宮記念体育館などの体
育・運動施設を活用し、各種ス
ポーツ教室・スポーツ事業など
を開催します。

●スポーツ教室・スポーツ事
業等の開催

●新型コロナウイルス感染症の影響もあり、施設を一時的に閉鎖してい
たことや、施設再開後も感染症対策を実施した上での実施となったこと
から、事業数・参加者数ともに大幅減となった。
・スポーツ教室事業数　55回
・参加者数　延べ　8,114人

C 継続
●施設再開後については、感染症対策
を行ったうえで実施可能な教室から順
次再開している。

スポーツ推進課

●エイズなど検査、相談事業
の実施

●HIVおよびエイズの早期発見等、性感染症のまん延防止を目的に、藤
沢市保健所にてHIV・梅毒検査、相談を実施した。
・HIV・梅毒検査
175件（男性118件、女性57件）うち陽性２件
・相談
390件（男性262件、女性128件）

B 継続 保健予防課

●エイズ予防などの普及啓発
講演会や各種啓発活動の推進

●保健所医師、保健師による出張講演会の開催（2校）：中学2校 B 継続 保健予防課

●４月、６月、９月、２月に藤沢市各市民センター、県立高校、大学に
薬物乱用防止パンフレット、ポスターを送付し掲示（計33箇所）を
行った。
また、９月はパンフレットを市内の小学校、中学校（計64校）に送付
した。

B 継続 地域保健課

●12月・３月に開催された街頭指導キャンペーンや、非行防止ポス
ター展にて薬物乱用防止パネルを掲示した。

B 継続
●新型コロナウイルス感染症拡大防止
のため、キャンペーンでの配布は取り
やめた。

青少年課

76 福祉情報提供の充実

市民が必要とする福祉サービス
を、効果的に活用できるよう、
関係機関との連携を強化してい
きます。

●地区福祉窓口の充実

●各市民センター（石川分館を含む）及び村岡公民館において、地域に
おける身近な窓口として、福祉・保健にかかる相談や申請手続の受付を
行った。
・取扱件数合計　67,551件

A 継続

地域包括ケアシステム
推進室
（現：地域共生社会推
進室）

75 薬物乱用の防止
薬物乱用を防ぐため、各関係機
関と連携し、情報提供や意識啓
発をすすめます。

●薬物の乱用防止の推進

74
ＨＩＶ・エイズ、性感染
症防止についての啓発

ＨＩＶ・エイズ、性感染症に対
して正しい知識をもって、感染
を予防し、また、患者や感染者
への理解を深めるよう啓発活動
を推進します。
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77
だれもが住み良い福祉の
まちづくりの推進

「神奈川県みんなのバリアフ
リー街づくり条例」に基づき、
障がい者や高齢者をはじめ、す
べての人が安心して暮らせるよ
う、不特定多数の人が利用する
施設の建設は、事前の協議を行
い、バリアフリーの環境を整え
ます。

●バリアフリーの推進

●事前協議件数及び適合件数が計画目標に達しなかった。
　適合件数が計画目標に達していない理由としては、不適合の場合でも
罰則規定がないこと、用途変更等の場合、既存の部分があるために適合
させることが難しいことなどが挙げられる。
　今後も引き続き指導、助言を行い適合遵守率向上を目標とする。

C 継続 建築指導課・関係各課

●成年後見制度利用の相談と
市長申立の実施

●ふじさわあんしんセンター（藤沢市社会福祉協議会）における一般相
談及び弁護士等による専門相談の実施。
●成年後見制度に関する相談への対応、市長申立が必要な方に関する相
談を受け、家庭裁判所へ申立てを行った。
〇ふじさわあんしんセンターにおける相談件数
・成年後見制度に関する相談
一般相談　延べ５４３件
専門相談（弁護士、司法書士、行政書士、税理士、社会福祉士）　延べ
75件

○福祉保健総合相談室における相談件数
・成年後見制度に関する相談
一般相談　延べ57件

○成年後見制度市長申立相談件数・申立件数
市長申立て相談　６０件
市長申立て件数　３０件

A 継続

地域包括ケアシステム
推進室
（現：地域共生社会推
進室）

●日常生活自立支援事業の推
進

●日常生活自立支援事業を実施している藤沢市社会福祉協議会に対し、
助成を行った。
・利用契約件数　172件
【日常生活自立支援事業】専門員および生活支援員による①福祉サービ
スの利用援助②日常的金銭管理サービス③書類等預かりサービス④権利
擁護に関する相談事業により、障がい者や高齢者が住み慣れた地域で安
心して暮らせるよう援助を行う事業。

A 継続

地域包括ケアシステム
推進室
（現：地域共生社会推
進室）

●ふじさわあんしんセンター
への運営支援

●法人後見や、弁護士等による専門相談窓口の実施等、成年後見制度の
利用支援を行っているふじさわあんしんセンター（藤沢市社会福祉協議
会）の運営支援を行った。

A 継続

地域包括ケアシステム
推進室
（現：地域共生社会推
進室）

●手話、要約筆記者の派遣

●事業担当課または聴覚障がい者からの申請に基づき、手話通訳者・要
約筆記者の派遣を行うことにより、聴覚障がい者等の情報保障の増進を
図った。
・手話通訳者の派遣　397件
・要約筆記者の派遣　９件

A 継続
障がい福祉課
（現：障がい者支援
課）

78
人権擁護と合理的配慮の
推進

認知症などで判断能力に不安の
ある高齢者や障がい者が、日常
生活を送る上で福祉サービスの
利用手続きや日々の金銭管理が
十分にできないなどの不利益を
被ることがないよう支援しま
す。
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79 地域福祉活動の推進

民生委員・児童委員が地域住民
に対して行う援助活動や、福祉
サービスに関する情報提供活動
を支援します。

●民生委員・児童委員協議会
への支援

●会長会の開催
・月に１度１６地区民生委員児童委員協議会の会長が集まる会議を開
催。福祉サービスに関する情報提供をし、各地区民生委員児童委員協議
会定例会に伝達することで、民生委員・児童委員活動の一助となった。

●研修会の開催
・新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、従来の集合研修が開催で
きなかったが、当日の参加人数の制限や、伝達研修、書面研修にする等
「新しい生活様式」に沿ったかたちで高齢者・児童・障がい者・低所得
者の４部会及び主任児童委員連絡会において研修会を開催し、延べ２０
２名が参加。民生委員・児童委員の資質向上に寄与した。

A 継続
福祉健康総務課
（現：福祉総務課）

●相談、登録事業
●多様化する福祉ニーズへの対応策の一つとして、市民のボランティア
活動を推進するため、市社協を窓口として、ボランティアに関する相談
を受けた。ボランティアに関する相談件数：1,671件

A 継続
福祉健康総務課
（現：福祉総務課）

●広報、研修事業

●地域福祉の担い手となるボランティア育成のため、次の講座を開催し
た。
・ボランティア養成講座（全１回、受講者数180名）
●地域福祉活動の促進に向け、ボランティア活動に関する情報を市民に
提供するため、次の情報を配信した。
・ボランティアセンターニュースの発行（全10回、発行部数1,435
部）
・ふじボラメールマガジンの発行（全12回、登録者数３45名）

A 継続

●藤沢市精神保健ボランティア講座、
ボランティアコーディネーター講座に
ついては、新型コロナウイルス感染症
拡大防止に伴い、中止。

福祉健康総務課
（現：福祉総務課）

●福祉活動助成事業
●各地域における地域福祉の推進を図ることを目的として、地区社会福
祉協議会（14地区）に対し、補助金を交付した。

A 継続
福祉健康総務課
（現：福祉総務課）

●地区ボランティアセンター
の整備支援

●多様化する福祉ニーズへの対応策の一つとして、市民のボランティア
活動を推進するため，藤沢市社会福祉協議会を窓口として、ボランティ
アに関する相談を受けた。
また，コロナ禍において様々な活動が自粛されていることから，この状
況でもできる取組等の提案や注意点等について周知した。

A 継続

地域包括ケアシステム
推進室
（現：地域共生社会推
進室）

80

市社協ボランティアセン
ターの運営及び地区ボラ
ンティアセンターの整備
支援

市民が気軽にボランティア活動
に参加できるよう普及啓発や人
材育成に努めます。また地域の
助けあい、支えあいを推進する
ため、地区ボランティアセン
ターの整備を支援します。
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●自主防災組織等への避難支
援体制づくりに係る説明会の
実施

B 継続

●自主防災組織等への避難行
動要支援者名簿の提供

B 継続

●先進事例の紹介等、情報の
共有

B 継続

●市民センター・公民館との
連携

B 継続

●啓発活動の推進

●国、県及び関係機関等から配布される啓発ポスター・リーフレットを
掲出するとともに、関係各課へ情報提供を行った。
・本庁舎１階・5階ラウンジで実施した人権メッセージパネル展にポス
ターを掲出、リーフレットを配架することにより、啓発活動を行った。

A 継続
人権男女共同平和課
（現：人権男女共同平
和国際課）

●関係機関との連携強化
●藤沢南・北地区被害者支援ネットワーク総会、犯罪被害者等支援に係
る市町村実務担当者会議、犯罪被害者等支援に係る市町村主管課長会議
等の書面開催を通じて、各機関との連携を深めた。

A 継続
人権男女共同平和課
（現：人権男女共同平
和国際課）

●地域における避難行動要支援者の避難支援体制づくりについて、市内
各地区の自治会連合会総会等において説明会を実施した。（書面開催）
また、希望のあった自治（町内）会や関係団体等に対して、個別に説明
や意見交換等の実施を行った。
●自治（町内）会等の全団体の約86％にあたる420団体から避難行動
要支援者名簿の受領の意向が得られた。また、新規名簿掲載対象者に向
けて、名簿掲載等に関する希望確認を実施し、名簿の作成を行った。
●「ふじさわ防災ナビ～避難行動要支援者編～」のパンフレット版及び
リーフレット版を増刷し、自治（町内）会、障がい者手帳交付対象者等
へ配布を行った。
●地域における避難行動要支援者の支援体制充実を目的とし、避難行動
要支援者名簿の活用について具体的な取組ステップを示した「避難行動
要支援者の支援体制づくりについて（手順書）」の見直しを図り、自治
会等へ配布を行った。

危機管理課
介護保険課
障がい福祉課
地域包括ケアシステム
推進室
市民センター・公民館
（現：危機管理課
介護保険課
障がい者支援課
地域共生社会推進室
市民センター・公民館

82
犯罪被害者支援に関する
関係機関との連携

犯罪による被害者への支援体制
を整えるため、国、県などの関
係機関と連携をすすめます。

81
避難行動要支援者の避難
支援体制づくりへの支援

地域の自主防災組織等がすすめ
る避難支援体制づくりを支援し
ます。
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特記事項 担当課

●高齢者の生きがい活動の支
援

● いきいきシニアセンターでの各種講座の実施
・実施回数　170 回
・高齢者を対象に、趣味や教養の向上に資する講座や、健康づくりに関
する講座など各種講座を開催するとともに、サークル活動に対して支援
を行った。

B 継続
地域包括ケアシステム
推進室
（現：高齢者支援課）

●高齢者福祉大会の実施
●新型コロナウイルス感染症の影響により市民会館で行う高齢者福祉大
会を中止し、大会式典の一部である表彰式のみを別日程・別会場にて
行った。

D 継続
地域包括ケアシステム
推進室
（現：高齢者支援課）

●高齢者スポーツ大会の実施
●新型コロナウイルス感染症の影響により高齢者スポーツ大会を開催す
ることができなかった。

D 継続
地域包括ケアシステム
推進室
（現：高齢者支援課）

●高齢者いきいき交流事業の
推進

●高齢者の健康増進及び介護予防を目的とし、70歳以上の方を対象
に、指定はり・きゅう・マッサージ治療院、公衆浴場、いきいきシニア
センター（老人福祉センター）浴室、公設スポーツ施設、保健医療セン
ターで使用できる助成券を交付した。
●広報ふじさわ、市のホームページに加え、関係施設でのポスター掲
示、自治会回覧により事業の周知に努めた。
・助成券利用枚数　　1,360,862枚

A 見直し

●助成券利用率の低さ、高齢化の進行
に伴う財政負担の増大等の課題により
行財政改革の見直し検討対象事業と
なっており、事業の効果を踏まえなが
ら、制度のあり方も含め検討中

福祉医療給付課
（現：高齢者支援課）

●高齢者の就業機会の提供

●高齢者の登録会員が、その経験・能力・誠実さを生かし、植木の手入
れ、施設管理・駐車場管理、和裁・洋裁、除草・清掃、草刈り、民間等
の派遣などの業務を行った。
・登録会員数　2,514人
・実就業人数　1,009人
・受託件数  5,864件

B 継続
地域包括ケアシステム
推進室
（現：高齢者支援課）

●高齢者を対象とした学習機
会の充実

●高齢者を対象とした学習機会の充実及び地域内での仲間づくり並びに
生きがいづくりを目的に高齢者学級等を13公民館で21事業を実施し
た。
参加者延べ：2,474人

B 継続
生涯学習総務課・
公民館

●高齢者と異世代間交流機会
の提供

●地域の小中学生などとの交流を行うことを目的とした、高齢者学級等
を３公民館で３事業を実施した。
参加者延べ：421人

B 継続
生涯学習総務課・
公民館

83 高齢者の社会参加の促進

高齢者がもつ豊富な知識や経験
を活かすことのできる就業機会
の提供や、社会で自立した一員
として生きがいをもって活動で
きるよう、様々な交流活動を行
います。
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特記事項 担当課

●福寿医療助成事業

●100歳以上の高齢者の経済的負担の軽減を図るため、医療費の自己負
担分の助成を行った。
・受給者数　132人（令和2年4月1日現在）
・受給者延人数　1,355人

A 見直し

●行財政改革の見直し検討対象事業と
なっており、平成３０年度をもって廃
止した。
なお、経過措置として、平成３０年度
までに資格を取得した人については、
助成を継続する。

福祉医療給付課
（現：障がい者支援
課）

●国民年金制度の周知と相談
の充実

●年金生活者支援給付金制度をはじめとした国民年金の情報を広報に掲
載し（特集号を含めて年18回）、制度の内容、届出の受付等の周知を
行うとともに、丁寧に相談を行った。

A 継続 保険年金課

●高齢者向け住宅整備などの
推進

●市営住宅定期募集において、高齢者世帯向け住宅・高齢者単身世帯向
け住宅について７月９戸、１月４戸の計13戸の空き家募集を実施し、
住宅に困窮する低額所得高齢者の居住の安定に努めた。
また、現在、高齢者用市営住宅として、世帯向け住宅88戸・単身世帯
向け住宅156戸の計244戸を管理運営している。

A 継続 住宅政策課

●高齢者向けの住まい探し相
談体制の推進

●公益社団法人かながわ住まいまちづくり協会と連携し、高齢者を対象
とした住まい探し相談会を市民センター等への出張窓口も含めて７月か
ら12月まで年６回行った。

A 継続 住宅政策課

●介護予防教室、講演会の実
施

●元気はつらつ健康講座：4会場　49人参加
●ロコモ予防チャレンジ講座：5会場　352人参加
●認知症予防講座：4会場　32人参加
●認知機能アップ教室：3会場　40人参加
●介護予防講演会：0回

B 継続
●新型コロナウイルス感染症の影響に
より、介護予防後援会をはじめ中止と
した講座があった。

地域包括ケアシステム
推進室
（現：高齢者支援課）

●介護予防パンフレットによ
る啓発

●介護予防事業日程のチラシ、啓発用リーフレット等を市民センター・
公民館、いきいきシニアセンター等に配架し、啓発に努めた。
●85歳以上で介護保険のサービスを利用していない人を対象に家庭訪
問を行い、チラシ等で普及啓発を行った。

A 継続

●85歳以上を対象とした家庭訪問につ
いては、新型コロナウイルス感染症の
影響により、外出機械の減少や交流機
会の減少などフレイルの進行が懸念さ
れることから、取り組んだもの。

地域包括ケアシステム
推進室
（現：高齢者支援課）

●人材育成事業の実施

●令和元年度から人材育成事業として「地域さんかく塾」を発足。
市役所等で講座や在宅でできるフレイル予防の取り組みを実施した。
また、オンライン、オフラインを混ぜたミーテングを行うなど、高齢者
のIT活用についてのテーマも取り入れた。

A 継続
地域包括ケアシステム
推進室
（現：高齢者支援課）

85 介護予防の推進

高齢期を心身共に健康に過ごせ
るよう疾病予防や悪化防止、介
護を必要とする状態に移行する
ことを未然に防ぐための相談や
教室を開催し、早期からの健康
づくり、介護予防を推進しま
す。

84
高齢者の生活安定への支
援

高齢者の経済的自立を図り、医
療費の助成、住宅の提供などに
より生活安定のための支援を行
います。
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No. 事業名 事業の内容 主な具体的事業 令和2年度実績
事業の
達成状

況

今後の
方向性

特記事項 担当課

●生活支援型ホームヘルプ
サービス

●介護保険における要支援・要介護の認定が非該当である65歳以上の
高齢者で、在宅で生活をし、介護保険における要支援・要介護の認定が
非該当であるものの、日常生活において主に家事援助が必要であると認
められる方に対してホームヘルパーの派遣を行った。
・延べ利用者人数　18人　実利用者数　3人
・利用回数年度　　64回

A 継続
地域包括ケアシステム
推進室
（現：高齢者支援課）

●一時入所サービス

●65歳以上で在宅生活が困難な高齢者を一時的に養護する必要がある
場合に、養護老人ホームにて短期入所を行った。
・実利用者数　17人
・延べ利用日数  447日

A 継続
地域包括ケアシステム
推進室
（現：高齢者支援課）

●紙おむつの支給

●在宅でねたきりや認知症のため、日常的に紙おむつを使用している方
に毎月一定枚数の紙おむつを支給し、介護者世帯の身体的・経済的な負
担を軽減した。
・実利用者数　1,207人
・延べ利用件数　9,849件

A 見直し
●令和３年10月から見直し後の事業に
移行できるよう事務手続きを進めてい
る。

地域包括ケアシステム
推進室
（現：高齢者支援課）

●寝具乾燥消毒サービス

●65歳以上で在宅で生活する方で、寝具類が汚れがちになる寝たきり
の方や布団干しができない等寝具乾燥が困難な方の寝具類を丸洗い、消
毒乾燥を行い、生活衛生の維持を図るとともに、介護者の負担軽減を
図った。
・実利用者数　107人
・延べ実施回数　740回

A 継続
地域包括ケアシステム
推進室
（現：高齢者支援課）

●緊急通報サービス

●慢性疾患等により、日常生活上注意を要する状態にあるひとり暮らし
の高齢者又は高齢者世帯等に対して緊急通報用装置を設置した。このこ
とにより、緊急時等の連絡システムが構築され、平常時の利用者の見守
りや相談が行われるとともに、緊急時における救護・救援活動の即時対
応が図られた。
・利用者件数　534人

A 継続

●本事業については、民間の緊急通報
システムの進展により在宅時見守り精
度が向上してきている。このことか
ら、市では行財政改革2020の合わせ
見直しをすることにし、令和2年度に
民間事業者へ移行を完了した。この移
行に伴い、一時的に利用者が減少した
が、周知活動等行ったことにより、
徐々に回復傾向にある。

地域包括ケアシステム
推進室
（現：高齢者支援課）

●徘徊高齢者ＳＯＳネット
ワークシステム
（新事業名称）
認知症等行方不明SOSネット
ワーク事業

●認知症などのために、行方不明となるおそれのある高齢者を介護して
いる家族が事前に高齢者の情報を登録することで、行方不明になった際
にいち早く警察等の関係機関が連携して捜索し、早期保護を図った。
また、希望者に対し、現在地を検索することが可能な携帯型端末を貸与
する事業を実施し、介護者の負担軽減を図った。
・登録実人数　153人（男性55人、女性98人）
・市内における身元不明者発見及び保護件数　2件

A 見直し
地域包括ケアシステム
推進室
（現：高齢者支援課）

86
高齢者への在宅福祉サー
ビスなどの充実

要援護高齢者などへの支援とそ
の家族の負担の軽減を図るた
め、各種在宅福祉サービスなど
の充実に努めます。
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No. 事業名 事業の内容 主な具体的事業 令和2年度実績
事業の
達成状

況

今後の
方向性

特記事項 担当課

●心のバリアフリー事業 ●コロナウィルス感染症の感染拡大防止の観点から、事業実施せず D 継続
●コロナウィルス感染症の感染状況に
よるが、令和３年度については感染防
止の対策を行い、事業実施予定。

障がい福祉課
（現：障がい者支援
課）

●障がい者グループホーム等
支援事業（共同生活援助事
業）

●障がい者の自立支援と社会活動の拡充を図るために必要な障がい福祉
サービスの提供を行った。
共同生活援助　65か所　423人

A 継続
障がい福祉課
（現：障がい者支援
課）

●手話通訳などの派遣

●事業担当課または聴覚障がい者からの申請に基づき、手話通訳者・要
約筆記者の派遣を行うことにより、聴覚障がい者等の情報保障の増進を
図った。
・手話通訳者の派遣　397件
・要約筆記者の派遣　9件

A 継続
障がい福祉課
（現：障がい者支援
課）

●相談支援事業
●障がい者の自立支援と社会活動の拡充を図るために必要な障がい福祉
サービスの提供を行った。
・指定特定相談支援事業所　16か所　1,288人

A 継続
●利用者実人数については、介護保険
ケアプランを含む。

障がい福祉課
（現：障がい者支援
課）

●移動支援事業

●障がい者の自立支援と社会活動の拡充を図るために必要な障がい福祉
サービスの提供を行った。
・市内事業所数　42か所
・実利用者数　567人

A 継続
障がい福祉課
（現：障がい者支援
課）

●障がい者等医療費助成事業

●障がい者等の医療費の自己負担分の助成を行い、経済的な負担の軽減
と保健の向上と福祉の増進がはかられた。
・受給者数 11,904人（令和2年4月1日現在）
・受給者延人数　143,479人

A 見直し

●行財政改革の見直し検討対象事業と
なっており、障がい者ニーズの把握に
努めつつ、持続可能な制度のあり方を
検討中

福祉医療給付課
（現：障がい者支援
課）

87
障がい者の社会活動の促
進と生活への支援

障がい者の人権擁護に取り組む
とともに、社会活動の機会の提
供や医療費の助成、生活環境の
整備、介護する家族の支援など
を推進します。
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No. 事業名 事業の内容 主な具体的事業 令和2年度実績
事業の
達成状

況

今後の
方向性

特記事項 担当課

●児童通所支援
●障がいのある児童や発達に心配がある児童に対して、療育を提供する
サービスを行った。
・児童通所支援（実人数）1,391人

A 継続 子ども家庭課

●短期入所
●障がい者の自立支援と社会活動の充実を図るために、一時的に宿泊を
伴ったサービスの提供を行った。
・短期入所（年間実利用人数　342人）

B 継続
障がい福祉課
（現：障がい者支援
課）

●ホームヘルパーの派遣

●障がい者の自立支援と社会活動の拡充を図るために必要な障がい福祉
サービスの提供を行った。
・実利用人数　770人
・利用時間数　113,697時間

A 継続
障がい福祉課
（現：障がい者支援
課）

●訪問入浴サービス
●市内事業所数　６か所（前年度比±０）
・利用人数　49人
・支払件数　478件

B 継続
●コロナウイルス感染症の感染が拡大
する背景により、サービス利用件数が
落ち込んだものと推察される。

障がい福祉課
（現：障がい者支援
課）

●施設での入通所サービス

●障がい者の自立支援と社会活動の拡充を図るために必要な障がい福祉
サービスの提供を行った。
・施設入所支援　２５３人
・生活介護　1,019人
・機能訓練　17人
・生活訓練　39人
・就労移行支援　285人
・就労継続支援Ａ型（雇用型）86人
・就労継続支援Ｂ型（非雇用型）748人

A 継続
障がい福祉課
（現：障がい者支援
課）

88
障がい者への介護サービ
スなどの充実

障がい者の自立支援及び社会活
動を図るため、障がい者自身が
選択できる各種サービスの拡充
をすすめます。
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No. 事業名 事業の内容 主な具体的事業 令和2年度実績
事業の
達成状

況

今後の
方向性

特記事項 担当課

●障がい者合同面接会の開催 ●新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、中止 D 継続 産業労働課

●JOBチャレふじさわの実施

●障がい者雇用の場の提供と民間企業へのモデル掲示を目的に「JOB
チャレふじさわ」を庁内に設置し、会計年度任用職員として障がい者を
雇用した。また、見学の受入れを実施した。
・雇用した障がい者数　11人
・見学受入数　 15人

A 継続 産業労働課

●障がい者の就労と雇用の促
進啓発事業の実施

●公共職業安定所とともに市内民間企業を訪問し、障がい者の雇用促進
と定着に向けた要請を行った。
・訪問社数　13社
●中小企業向け障がい者雇用セミナーの実施。新型コロナウイルス感染
症拡大防止のため、申込をいただいた企業を対象に動画配信にて実施し
た。
・申込企業　13社

A 継続 産業労働課

●支援教育の充実

●本市立学校における児童生徒への障がいを理由とする差別の解消を推
進するとともに、全ての児童生徒が、ともに学び、ともに育つことがで
きる学校教育の実現に向け、教職員が適切に対応するための対応要領に
ついて、校長会、教頭会、校内支援担当者会等において周知啓発した。

B 継続 教育指導課

●就学相談指導の実施
●学支援委員会を９回開催（６月は中止）し、72ケースの相談に対応
した。

A 継続 教育指導課

●介助員派遣事業
●教育活動に必要な場合や、特別な教育的支援を必要とする児童生徒が
学校生活の中で介助や支援を必要とした場合の介助員派遣時数として
68,071時間を学校からの要請に応じて配当した。

A 継続 教育指導課

89
障がい者の就労と雇用の
促進

公共職業安定所及び県などの関
係機関と連携を密にしながら、
障がい者の就労・雇用に関する
情報の収集、情報提供及び制度
の啓発事業を行います。また、
障がい者の就労の場の確保、就
労支援、定着支援を行います。

90 支援教育の充実

特別な教育的支援を必要とする
児童生徒一人ひとりの教育的
ニーズに応じた指導や支援が行
われるよう、通常の学級、特別
支援学級、ことばの教室などの
通級指導教室、特別支援学校の
それぞれの場において指導の充
実に努めます。
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No. 事業名 事業の内容 主な具体的事業 令和2年度実績
事業の
達成状

況

今後の
方向性

特記事項 担当課

●母子・父子自立支援員によ
るひとり親家庭相談

●母子・父子自立支援員等がひとり親家庭の悩み・問題の聞き取りを行
い、問題解決に必要な情報提供を行った。
・相談件数　延べ2,863件

A 継続

●ひとり親家庭に対する経済的支援の
みならず、親と子どもが心身を安定さ
せながら生活できるよう、他機関と連
携しながら個別の状況に応じた相談を
心掛けている。

子育て給付課

●ひとり親家庭等日常生活支
援事業

●ひとり親家庭の方が、日常生活で支障があるときに、家事育児等の支
援を行った。
・派遣時間数　延べ30時間

A 継続 子育て給付課

●ひとり親家庭などへの医療
費の助成

●18歳までの児童（一部20歳未満）がいる母子・父子・養育者家庭に
対し、医療費の助成を行った。（所得制限あり。）
・対象者数　延べ62,501人
・助成件数　64,141件
・助成額　180,044,701千円

A 継続 子育て給付課

●母子家庭等自立支援給付金
事業

●母子家庭の母または父子家庭の父が厚生労働省指定の教育訓練を実施
したときに、受講料の40％または60％の支給を行った。
・対象者　７人
・支給額　313千円

A 継続 子育て給付課

●高等学校卒業程度認定試験
合格支援給付金事業

●最終学歴が中学校卒業であるひとり親家庭の親又は子が、高等学校卒
業程度認定試験の合格に向けた講座を受講する際、受講料の一部を助成
した。
１人につき、修了時に60％（上限15万円）、試験合格時に40％（修
了時と合わせ上限25万円）を支給。
・受講修了時対象者　　2人　300千円
・試験合格後対象者　　1人　100千円

A 継続 子育て給付課

●養育者支援金事業

●孫などの児童を養育している養育者が公的年金を受給している場合
は、児童扶養手当が一部または全部支給されないため、児童扶養手当相
当額を支援金として支給した。
・対象者数　５人
・支給件数　延べ２６件
・支給額　2,237千円

A 継続 子育て給付課

91
ひとり親家庭及び養育者
家庭などへの支援

日常生活に困難を抱えている家
庭や、経済的に不安定な状態に
あるひとり親家庭などに対し、
安定した生活が送れるよう自立
に向けた相談支援（生活支援、
経済的支援等）を行います。
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No. 事業名 事業の内容 主な具体的事業 令和2年度実績
事業の
達成状

況

今後の
方向性

特記事項 担当課

●低所得者への住宅供給

●所定の方式により算定された月収額が、原則158,000円以下でない
と市営住宅は入居できないことから、入居の申込み時の制限だけでな
く、年１回の収入申告により算定月収が基準額を超えた世帯に関して
は、収入超過者に該当した場合、退去明け渡しの努力義務を指導すると
ともに高額所得者に該当した場合においては退去明け渡し指導をし、低
額所得者への入居住宅供給に努めた。

A 継続

●〔入居申込者が６０歳以上で同居し
ようとする親族全員が「１８歳未満あ
るいは６０歳以上」である場合、また
は６０歳以上の単身者世帯である場合
と入居申込者または同居しようとする
家族が、身体障がい者手帳の交付を受
けている１級から４級までの身体障が
い者もしくは精神障がい者保健福祉手
帳の交付を受けている１・２級の精神
障がい者の方、精神障がいと同程度の
認定を受けているＡ１・Ａ２・Ｂ１と
認められている知的障がい者、戦傷病
者、原子爆弾被爆者、海外からの引揚
者で引き揚げて５年未満の方、ハンセ
ン病療養所入所者、子育て世帯（小学
校就学前の子どもがいる世帯）に該当
する場合は、月収214,000円〕

住宅政策課

●低所得者への小口資金の貸
付

●低所得者世帯の福祉増進を図るため、生活に必要な小口資金貸付を実
施した。
・貸付件数　675件
・貸付金額　１４,９９８千円

A 継続

●小口資金の貸付については、神奈川
県社会福祉協議会の委託事業である新
型コロナウイルス感染症の影響に伴う
生活福祉資金の貸付に係るつなぎ資金
の貸付対応により、貸付件数・貸付金
額が増加したもの。

福祉健康総務課
（現：福祉総務課）

92
経済的援助を必要とする
家庭への支援

低所得者の生活安定に向け、住
宅供給や資金貸付などを行い、
経済的支援をすすめます。
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